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２００３年度研究成果報告書の刊行にあたって 

 

リーディングエッジシステム研究会（ＬＳ研）では、「Give & Take の精神」で共に汗を流してＩＴの活用

を追求し、各種研究活動を推進しております。これは、ひとえに会員の皆様ならびに関係各位のご支援の賜

物と深く感謝申し上げます。 

２００３年度は「経営／ＩＴ戦略」「技術／技法」「品質／管理／運用」の３つのカテゴリから１７テーマ

で研究分科会研究を行いました。その研究成果を「研究成果報告書」として刊行いたします。研究内容は、

いずれも参加メンバの経験や具体的な問題意識に支えられて研究されたものです。会員各位において、情報

システムの将来像の検討、新技術・新コンセプトの適用、直面している課題の解決、ビジネス貢献への提案

等実際の業務で有効活用いただきますようお願い申し上げます。 
また、研究成果報告書に加え、実際に活用できる研究成果として１１分科会が活用ツールを作成しました。

ガイドライン、チェックシート、手順書、支援ツールといった活用ツールを、作成したデータ形式のまま収

録しておりますので、研究成果報告書と共にご活用ください。 
 
２００３年度の研究成果の中からいくつかご紹介します。 
『ＥＲＰのグループ企業への展開』分科会では、ＥＲＰのグループ企業への展開に関して、具体的な行動に

つなげることの出来る効果的な指針、手法を研究しました。さらに、展開時に効果的な判断が下せる資料とし

て「ＥＲＰグループ展開チェックシート」を作成しました。 

『Ｗｅｂシステムのテスト／検証方法』分科会では、Ｗｅｂシステムの効率的・効果的なテストを実現す

るためにテスト体系を研究・整理し、テスト指針となる「Ｗｅｂシステムのテスト／検証方法ガイドライン」

と「テスト項目抽出ツール」を作成しました。 
 『基幹システムの再生方法の研究』分科会では、８０社の再生事例から、「再生目的」を切り口に、最適な

「再生方法」を見つけ出すことが可能なガイドラインをまとめした。 
『ユビキタス社会における情報システム』分科会では、「ユビキタス社会」が到来しつつあることを踏まえ、

まず関連技術の動向、将来の生活シーン、想定される課題について調査・検討し、「ユビキタス社会」におい

て製造業が取り組むべき経営戦略・情報システム戦略を「３つの提言」として導き出しました。 
『プロジェクト管理における定量化手法』分科会では、プロジェクトにおける定量的管理手法であるＥＶ

Ｍ（アーンド・バリュー・マネジメント）に着目し、ＩＴ開発への適用方法について研究し、「ＥＶＭ適用ガ

イドライン」としてとりまとめました。 
『Ｗｅｂシステムの運用管理』分科会では、Ｗｅｂシステムの運用管理の現場で適用し、迅速復旧を実現

することを目的とした「迅速復旧システム運用ガイド」を作成しました。 

 
これら先進的で有用性のある研究成果を上げられましたのは、研究分科会にご参加頂いたメンバならびに

メンバを派遣して頂きました会員各社のご理解とご支援の賜物であり、あらためて深く感謝申し上げます。 

２００４年度は、「ＩＴ戦略／人材育成」「技術／技法」「管理／運用」のカテゴリでリーディングエッジな

研究テーマと業務に密着した研究テーマで分科会活動を開始しております。この分科会活動を通じて、会員

各社に役立つ研究成果を創出できるようさらに知恵を結集し、実践的な裏付けに支えられた研究活動ならび

に人材育成を図っていく所存であります。 
ますますのご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

２００４年５月２５日 

リーディングエッジシステム研究会 

 幹 事 長   市 川  勲 

川鉄情報システム株式会社 
          常務取締役 
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はじめに 

本アブストラクト集は、２００３年度に実施した１７研究分科会の研究成果報告書

のアブストラクトを一式にまとめたものです。 
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ＩＴ投資対効果の評価方法と適用 
 

－ＢＳＣは使えるか？－ 
 

アブストラクト 
 

１．研究の背景と目的 

  ＩＴ投資による省力化対応が一巡した今、企業では、さらなる経営の効率化、スピード向上、顧客満

足度の向上を図るために、戦略的なＩＴ投資を進めている。そのようななか「ＩＴ投資対効果の評価」

はできそうでできない、いやできていない古くて新しいテーマであり情報システム部門としても避けて

通ることができない課題となっている。 

  そこで、本分科会では「ＩＴ投資対効果の評価アプローチの手法」として、ここ最近注目を浴びてい

るバランススコアカード（以下ＢＳＣ）に着目し、ＢＳＣの特徴を活用した評価プロセスの進め方を研

究成果として提言する。 

 

２．現状認識（ＩＴ投資対効果と評価の実態は？） 

  ＩＴ投資対効果の評価についての経営者の立場、本分科会メンバ、それぞれの視点でどのような認識

をしているのかについて整理してみた。 

   

ＣＩＯが抱えている課題

①情報化投資の効果予測、測定
②変革に向けた利用部門の意識改革
③情報化に関する全社的ビジョンの形成

投資対効果評価の設定 

十分 ほぼ実行 実行されつつあるが できていない 不明
多くの課題あり 多くの課題あり 大きな課題

投資対効果評価に関して何らかの課題を抱えてる企業は
全体の約95％に及ぶ。

（2003年度LS研マネジメントセミナー資料より）

経
営
者

過去の投資が効果をあげているのかわから
ない。 メ

ン
バ

今までは説明責任が曖昧でも許された。

投資全般に対する目が厳しくなり、ＩＴ投
資も例外ではなくなった。

投資対効果が説明できず稟議を通せない。

ＩＴへの期待感を強く持っている。
ＩＴ投資が従来の省力化でなくなり新しい
指標が必要になった。

61.3%
59.3%
57.9%

5.7 25.2 39.8 11.4 17.9

 
  結果としては、課題として認識しているが実行はまだまだできていないということが分かった。つま

り、双方の問題を解決するためにも、「ＩＴ投資対効果」を明確にして評価する仕組みが必須なのである。 

 

３．研究アプローチ／研究の進め方 

  なぜＩＴ投資対効果の評価がうまく実行できていないのか。それはＩＴ投資対効果の測定が曖昧とな

っているためであり、原因として大きく次の３つがあると考えた。 

      ①関連づけが説明できない 

      ②定量化をあきらめている 

      ③表現方法が自由である 

今までのＩＴ投資対効果測定に用いられるＮＰＶやＩＲＲは評価手法であり、整理手法ではないため

上記の曖昧さを排除することができない。表記法の定義も明確であり、これらを解決するツールとして
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ＢＳＣの適用を検討することにした。ただし、ＢＳＣを使えばＩＴ投資対効果の評価がすべてできるわ

けではないと考え、具体的にどの部分に適用できるのかについて検討を進めることにした。 

  

Ｓｔｅｐ０

Ｓｔｅｐ１

Ｓｔｅｐ２

Ｓｔｅｐ３

Ｓｔｅｐ４

Ｓｔｅｐ５
Ｓｔｅｐ６ ＢＳＣ手順（ＰＤＣＡサイクル）適用検討

テーマの共通認識

ＢＳＣ表記法（戦略マップ）適用検討

ＫＰＩ（主要評価指標）の整理

ＩＴ投資の構造分類の整理

投資判断、基準の選定

ＩＴ投資対効果評価の位置付け

 

 

４．研究成果 

  我々は投資分類を行った上で、ＢＳＣを適用できる投資分類を明確にしてＩＴ投資対効果および評価

を実行するためのＰＤＣＡサイクルを示すことにした。 

  効果については、メンバ企業で利用している指標を含め、ＫＰＩ一覧表という形で、ＢＳＣの視点も

追記したものを整理した。 

 

NO. K　　　P　　　I 財務 顧客 内部 学習

1 １株当たりキャッシュフロー[金額] ○
2 １株当たり純資産[金額] ○
3 １株当たり利益[金額] ○
4 １契約当たり貯蓄額[金額] ○
5 ５年間平均総資本増加率[％] ○
・
・

358 品質の向上不良発生率（％） ○
359 利益増大前年度比率（％） ○  

  また、評価の実施については、各企業におけるＩＴ投資レベル、課題の優先順位によって、見直しを

行い各企業にあった仕組みにカスタマイズすることも重要である。 

 

５．評価／提言 

  ＩＴ投資対効果と評価は、まず「実践してみよう」という気持ちが重要であり、さらに組織として活

動の中に組込んで行く必要があることはいうまでもない。 

  企業戦略を実現するためには、ＩＴの貢献が必要であり、経営者と情報システム部門双方のテーマに

対する認識共有を深めるためにも、ＩＴ投資対効果と評価プロセスを実践して行くことが、企業の成長

につながるものと確信している。 

  ・ＢＳＣは万能なツールではないが、ＩＴ投資対効果を可視化する場合には、有効なツールである。 

  ・そして、ＰＤＣＡサイクルをまわすことで、評価プロセスを根付かせる。 

→とにかく「実践してみよう！」 

投資を「性格」「分類」「投資判断」「評価方法」等で分類

BSC を適用した「IT 投資評価ｻｲｸﾙ」を整理

効果を「KPI」「目的」「BSC の視点」で分類
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問題点、解決策 ネットワーク図（プロジェクト）

原因 問題点 影響・結果

関係会社にプロジェクトを進
める十分な要員が関係会
社で確保出来ない。

優秀なコンサルタントの選
定が困難である。

関係会社に展開する上での
情報部門の要員が不足す
る。

コンサルタント
の客観的な評
価が確定してい
ない。判断基準
がない。

コンサルタントの作業範囲が不
明確である。<P06>

関係会社にプロジェクトに貢献
出来るスキルを持った人がいな
い。 <P01>

関係会社が人工のバッファがな
い。 <P02>

プロジェクトリーダーが
ERPの経験が浅い。<P05>

コストがかかる。

能力のあるキー
パーソンを出し
てくれない。

・社外の外注要員を活用する。

コンサルタントの経歴を開示
してもらう。
社内外から、コンサルタント
の実情に関する情報を収集
する。
自社に適さないコンサルタン
トは早めに契約を打ちきる。

自社とコンサルタントの作業範囲を
明確に切り分け、相互の強みをい
かす。

開発期間が長期化する。

問題解決に時間を要する。

・グループ内の要員体制を見直す。

・ERP導入効果を説明する。

自社でコンサルタントを育成する。
優秀なコンサルタントを中途採用す
る。

必要以上に追加開発が増
える。

<P01>

<P02>

<P03>

<P04>

<P05>

<P06>

解決策

ERP導入の関

係会社内での
位置付けが低
い。<P03>

コンサルタントの客観的な評
価が確定していない

判断基準がない（一部有るが
実態にそぐわないケースあり。
何を期待するか？期待にフィッ
トしていない。）<P04>

図２ 問題点・解決策ネットワーク図（サンプル） 

 

ＥＲＰのグループ企業への展開 
 

－効果的なグループ企業展開のための指針・手法－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究背景と目的 

グループ企業における連結経営の IT 基盤として ERP(Enterprise Resource Planning)を利用する企業

は多い。既に ERP を導入した企業の多くは、次のステップとしてグループ企業への展開に取り組み始め

ている。しかし、グループ内の一社へ導入したとしても、同じ条件でグループ内の関係会社へ簡単に展

開出来るとは限らない。企業風土・企業規模・業種・コストなど様々な要因が展開の妨げとなるからで

ある。また、グループ展開するための

手順や基準が明確になっておらず、各

社とも暗中模索の状態で展開を進めて

いるのが現状である。 

そこで、当研究分科会では、分科会

メンバ各社の事例を中心に分析し、効

果的なグループ展開を実現するための

指針となるチェックポイント・手法の

具現化を目標に研究した。 

 

2. ERP グループ展開の分析 

先行企業９社の事例を持ち寄り、分

析してみると、ERP グループ展開に掲

げる目的は、「コスト削減」「スピード

アップ」「業務・機能拡大」「品質向上」

に大別することが出来る。一方、目的

を達成するための手段は、様々である。

事例の中で挙がった目的と関連性の高

い手段を関連付けた。（表１） 

各企業は、様々な目的を掲

げて ERP のグループ展開を行

っているが、たとえ同じ目的

を掲げたとしても、企業の風

土・規模・業種などといった

多種多様な要因による影響を

受け、どの企業グループも一

律に同じ手順で進めようとし

ても、うまくいく保証はない。 

事例で挙がった問題点から

その原因・結果・解決策を分

析し、その関連を表したもの

が「問題点・解決策ネットワ

ーク図」（図２）である。導入・

展開を進めるに際し、この関

連図を用いて、目的達成のた

組
織
変
更

リ
ア
ル
タ
イ
ム
化

E
R
P
シ
ス
テ
ム
導
入

e
コ
マ
ー

ス

簡
略
化

S
C
M
連
携

Ｃ
Ｒ
Ｍ
連
携

経
営
上
の
管
理
基
準
統
一

ビ
ジ
ネ
ス
条
件
変
更

コ
ー

ド
統
一

標
準
化

シ
ス
テ
ム
運
用

コスト（直接費）削減：廉価購買、在庫量削減 ○ △ ○ ○ ○ △ ○
コスト（労務費）削減：BPR ○ ◎ ○ ○
ITコスト削減：システム導入費、メンテナンス費 △ ○ △ ○ ○
連結決算 早期化 △ △ ◎ ○
見積～発注～入庫、受注～出荷 期間短縮 △ ○ ○ △ ◎ ○ △ ○
生産納期の短縮 ○ ○
グループ経営の判断 △ △ △ ◎ △ △
情報インフラ整備 △ ◎ ○
グローバルスタンダード対応 ○ △ △ ◎
情報共有（情報一元化） ○ ○ ○ ◎
情報連携強化 △ ○ ○ ○ ○ ○ ◎
顧客サービス向上 ○ ◎ △ ◎
業務改革 ○ ○ △ ◎
SCPの強化と効率化 ◎ ◎ ○ ○ △ ○
経営管理レベルアップ △ ◎ ○ ○ ○
市場変化への柔軟な対応力 ○ △ △
経営変化への柔軟な対応力 ○ ○ ○ ○
組織変化への柔軟な対応力
（グループ間異動にとらわれないシステムの統一）

○ ○ ○ ○

品質向上 製品・サービスの品質向上 ○ ○ ○ △
システムの品質向上 ○ ○
システムリプレース △ ○ △ △ △ △ △

手段

コスト削減

スピードアップ

業務・機能拡大

プロセス ルール

目的（大分類） 目的（小分類）

表１ ERP グループ展開の目的と導入手段の関係 
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事例当てはめチェックシート 主成分得点プロット用シート
第１主成分

解決策ID 意　　味 重要 社名（　　　　　　） (第２象限） (第１象限）
Mark パターン（　　） (A)

P01 グループ内要員体制の見直し *
P02 外注要員の活用 * P平均
… …
G01 「自社の強み」の拡張
G02 トップダウンでのBPR推進 G平均
… …

途中省略
… … 　　　　　第２主成分
R08 アプリケーション常時監視 R平均
R09 セキュリティポリシーの立案

評価点平均
評価点分散
回答件数
回答比率

(第３象限） (第４象限）

事例当てはめ結果集計シート

解決策ID 意　　味 重要Mark 対応レベル平均
事例７社
平均

第1主成分
固有ベクト

第2主成分
固有ベクト

カテゴリ別
主成分1

カテゴリ別
主成分2

（カテゴリ） 件数 (A) (B) (C) (D) (C)*((A)-(B)) (D)*((A)-(B))
P プロジェクト 4 2.65 0.370 -0.536
G 業務 6 3.00 0.472 0.180
U システム運用 1 2.97 0.354 0.164
C コスト 4 3.03 0.384 -0.297
K 既存システム 1 3.24 0.407 0.402
H 判断基準 3 3.06 0.400 -0.277
R システムリソース 0 3.79 0.204 0.572

主成分得点1 主成分得点2
∑（(C)*((A)-(B))） ∑（(D)*((A)-(B))）

右の値をプロットする ⇒
(縦軸） (横軸）

図４ ERP グループ展開チェックシート

 
 

経営的視点

偏重型

総合的目的

充足型 

全体的目的

未達型

システム的

視点偏重型 

めの効果的な解決策を打ち出すことが可能となる。また、解決策の実施が遅れては期待した効果を得ら

れない。そこで、ERP 導入の各工程で発生する問題に対する解決策の実施タイミングを明確にしたのが、

「解決策の実施タイミングと問題発生のタイミングの関連図」（表３）である。 

 

3. チェックシートを用いた ERP グループ展開の評価 

グループ展開成功のためのキーワードは何か。展開に成功するためには、共通した特性があると想定

した。そこで、分科会メンバの事例にて各解決策が実施出来ていたかを検証し、統計的手法の１つであ

る主成分分析を用いて、グループ展開の特性を表すキーワード（経営的視点・システム的視点）を導き

出した。その結果を基に作成したものが「ERP グループ展開チェックシート」(図４)である。中でも、

うまくいったと認識されているプロジェクトは、第 1象限(総合的目的充足型)に現れた。このシートに

て計画段階のレビュー、展開中の見直し、完了後の振り返りの各場面で定量的、かつ客観的な評価を行

い、第 1象限へ近づくようプロジェクトの見直しを進めていけば良い。その際、（表１）・（図２）・（表３）

を活用することにより、効果的な施策を打つことが可能となる。 

 

4. グループ展開の成功に向けて 

ERP のグループ展開成功プロジェクトは、経営的視点・システム的視点が高い水準でバランス良く進

められていることは疑いない。グループ展開を計画している企業、あるいは展開中の企業は、ぜひ本論

文を一読し、分析方法およびツールを活用していただきたい。そこに、「グループに合った」展開を見つ

けるための実用的な観点と、課題解決に向けた具体的ヒントが示されているからである。 

表３ 解決策の実施タイミングと問題点発生のタイミングの関連図 

現状分析 要件定義 開発 運用 現状分析 要件定義 システム設計 開発 テスト 教育 移行 運用
最適なERPパッケージの選定 G03 *
コード体系統一 K01 *
ビッグバン導入 P09 *
安価なパッケージ利用の検討 C01 *
ボリュームディスカウントの利用 C02 *
ヘルプデスク・マニュアルの充実 C05 *
グループ全体のシステム構想の立案 G09 *
スコープ，導入目的の明確化 G10 *
変更検証体制、確認・連絡体制の整備 *U06
業種別ERPの準備・展開 U07 *
ノウハウ継承体制の整備 *U08
マスタ管理専門部署の設立 U09 *

親会社への導入 関係会社への展開
解決策
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セキュリティマネジメントの組織への定着 
 

－定着のための５つのキーワード－ 
 

アブストラクト 
 

１．はじめに 

 近年、インターネット環境の大容量高速化が進み、社会基盤として定着していく中で、情報のデジタ

ル化によるサイバースペース上の犯罪や情報漏えい事件も増加してきている。 

 当分科会では、セキュリティマネジメントの規格やセキュリティ対策技術に焦点をあてるのではなく、

現場に即した実践レベルでのセキュリティマネジメントの定着手法の提案にチャレンジすることとした。

具体的には、セキュリティ対策を実践する企業の経営者・推進者をターゲットとした、セキュリティマ

ネジメントの導入・定着のための成功要因と手法の提言を本研究の目的とすることである。 

代表的なセキュリティ規範であるＩＳＭＳ認証基準をセキュリティマネジメントシステムのモデルと

して採用。参加各社の実施状況をもとに、各問題点に共通する主たる原因を抽出し、解決策を提示した。 

 

２．セキュリティマネジメントの現状と問題 

多くの企業においてセキュリティに対する認識が高まっている。しかしルールの策定のみが目的とな

っている傾向が散見されており、実際には、実施、監査、改善といったフェーズがうまく実施できてい

ないのが現状ではなかろうか。しかし一般に、なぜセキュリティマネジメントが組織に定着していない

のか、原因が明らかにされていないのが現状である。 

 

３．現状分析 

 セキュリティマネジメントが定着していない状況について、参加各社を対象に調査を実施した。 

調査の結果抽出された「セキュリティマネジメントの組織への定着」を妨げる要因を内包する管理項

目を対象に、ＢＲ手法（リザルトチェーン）を用い分析を実施した。（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 セキュリティマネジメント定着に要する共通解決策

情報資産
の分類が

できる

情報資産
分類の作
成手順が

定まる

情報資産
台帳が存

在する

情報資産保
護に対する
責任が定ま

る

情報資産の
無断組織外
へ持出禁止

適切なﾊﾟｽ
ﾜｰﾄﾞ設定が
できている

適切な社
員教育を

実施できる

公正なﾁｪｯ
ｸ機能がは

たらく

経営資源
配分計画
を立てる 組織の特

性に応じた
脅威認定

を行う

情報ｾｷｭﾘﾃｨに
関する推進者
（担当者）をｱｻ

ｲﾝする

ｲﾝﾌﾗ構築
を行う

適切なﾘｽｸ
ｱｾｽﾒﾝﾄを
実施する

ｳｨﾙｽなど
不正なｿﾌﾄ
ｳｪｱから保
護できる

ｸﾙｱｽｸﾘｰ
ﾝ・ｸﾘｱﾃﾞｽｸ
が徹底実施

される

ｼｽﾃﾑﾕｰｻﾞ
のｱｸｾｽ権
を定期的に

見直

ｾｷｭﾘﾃｨが
施された情
報ｼｽﾃﾑを

導入

（凡例）

：分析の対象
  （低稼働率の管理策）

：分析の途上で抽出した
  解決策

経営陣のｾ
ｷｭﾘﾃｨ投資
への理解
が深まる
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②実施（Ｄｏ） ①実践計画（Ｐｌａｎ）

チェック

教育

インフラ
構築

経営資源
配分

リスク
アセスメント

情報資産
分類

セキュリティ
の

定着

ＢＲ手法（リザルトチェーン）とは、利益実現プロセスの４つの核となる構成要素（成果、解決策、

貢献、前提）の関係を明確にするモデリング技術である。 

  この分析の結果、セキュリティマネジメントが定着しない原因が、「チェック」「教育」「インフラ構

築」「経営資源配分」「リスクアセスメン

ト」「情報資産分類」の６つのセキュリテ

ィマネジメント要素の不備によるもので

あることが判明した。また、各要素の配

置より前後関係を分析し、セキュリティ

マネジメントの定着を達成するための

「セキュリティマネジメントのための共

通解決策」（右図）を作成した。なお、イ

ンフラ構築については当分科会の趣旨に

合わないため割愛した。 

 

４．導入定着手法 

４．１「情報資産分類」 

今日まで組織の情報資産に対しては、「どうやって保護するのか」、その保護方法にのみが着目され

てきた。しかし情報資産が多様化している現状においては、組織として「何を保護するのか」を真剣

に考えることが重要と考える。情報資産分類の本質は、「所有する財産を把握し、種類毎に分けること」

である。原点に立ち戻って、組織が所有する財産（情報資産）を把握すること（考えること）が、本

来情報資産分類というプロセスにおいて最初に組織がとるべき行動ではないかと考える。 

４．２「リスクアセスメント」 

情報資産分類と並んでもう一つ重要なプロセスとして、リスクアセスメントの実施がある。情報資

産分類は、リスクアセスメントを実施するうえでの前提条件の一つである。 

組織は適切なリスクアセスメントの実施により、セキュリティ上脆弱な部分やそのリスクの大きさ

について明確にすることができる。 

４．３「経営資源配分」 

セキュリティマネジメントを導入し運用するにあたっては、人的・物理的・費用的な資源を必要と

する。セキュリティマネジメントの投資においては、情報資産分類とリスクアセスメントを実施しな

ければ、どこにどれだけの投資をし、どのような効果が上がるかということを見積もることはできな

い。リスクアセスメントに基づいて経営資源配分計画を立てることが、経営者の責務である。 

４．４「セキュリティ教育」 

セキュリティ教育については、比較的内容・手法が確立されている「人事・業務系教育」と比較す

ることで、セキュリティ教育の課題を分析した。その結果、セキュリティ教育の目的・必要とされる

情報・スキルは対象者の立場によって大きく異なっており、ポジション（階層）別の立場に合わせた

教育を実施することが重要である。 

４．５「チェック」 

ＩＳＭＳ認証基準とセキュリティ監査制度を、企業に浸透している日本の会計制度と比較すること

で「チェック」に関する問題点を分析した。セキュリティの監査制度は、不足している部分が多い状

態である。しかし会計制度も、最初から高度に成熟した制度であったわけではない。セキュリティの

チェックにおいても、監査制度の不足している点を補いつつ、チェックを「上手く」実施していく必

要がある。 

 

５．結論 

セキュリティマネジメント定着のための成功要因と手法は、前述の５つの解決策である。また、この

解決策の実施順序も重要である（上図参照）。セキュリティマネジメントを定着させるプロセスは、「情

報資産分類」から始まり、次に「リスクアセスメント」を実施する。その結果に基づき根拠のある「経

営資源の配分」を行い、「チェック」「教育」などの管理策を実践することが肝要である。これまであま

り重要視されてこなかった管理策の実施順序は、実はセキュリティマネジメントを定着させるための重

要な役割を担っているのである。 
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開発プロジェクトにおけるリスクマネジメント 
 

－実践的ガイドによるプロセスの確立と組織への定着－ 
 

アブストラクト 
 

1. 背景と課題 

昨今、開発プロジェクトの成功例は３割程度であるといわれている。この成功率を上げていくに

はプロジェクトマネジメントを確実に行っていかなければならないことは、明白である。特にリス

クを正確に把握し、事前に対応の準備を行っていれば、多くの障害を克服し、プロジェクトを成功

に導けることは想像に難くない。しかし、実際にリスクマネジメントを明確な手法で導入している

企業は少ない。 

リスクマネジメントを導入できないでいる点の一つは、リスクが捉えにくいものであること、顕

在化しなければ実害は無いために置去りにされてしまいがちであることである。また、捉えられた

としても、ノウハウとして蓄積されていない場合も多く、個人のスキルによってのみ対応されてお

り、企業あるいはプロジェクトチームとしてマネジメントしていないことが多いのが現状であろう。 

当分科会では、これらの真の原因を、「実践可能な標準化されたマネジメントプロセスが存在しな

い」ことにあると考えた。まず初めに、システム開発プロジェクトにおいて、考えられるリスクを

事前に抽出および対処することにより、トラブルの発生を未然に防止すること。次に、リスクが顕

在化した場合でも最小限の被害に抑える為にリスクマネジメントプロセスを確立すること。最後に、

リスクマネジメントプロセスを各々の組織に定着することと、それを通じプロジェクトマネジャ（以

下ＰＭ）を育成することを課題とした。 

 

2. 実践できるリスクマネジメント 

 「身の丈にあったマネジメントプロセス」：リスクの発生度合いや内容は、開発規模により種々で

あるため、メンバが最も多く扱っている１００人月／開発期間一年程度のプロジェクトをベースと

して、プロセスの標準化を検討していった。この際、工程管理の基準としてＳＤＥＭ２１(Software  

Development Engineering Methodology 21)を採用し、プロジェクトマネジメントにおけるリスクマ

ネジメントの基本をＰＭＢＯＫ(Project Management Body Of Knowledge)に置いた。まず、世界標

準であるＰＭＢＯＫをメンバ各自が習得し、基礎レベルを合わせた上で、日本の開発事情に則した

リスクマネジメントプロセスの検討に進んでいった。 

 

 「メンバのリスク顕在化事例を元にリスク要因の抽出」：実際に、どのようなリスクが開発プロセ

スのどの段階で発生しているのか、本来、どの時点でどのような手を打っておかなければならなか

ったのかを「リスク顕在化プロジェクト事例」により抽出・分析を行った。 

 この調査の結果、リスク要因の上位３項目は、①コミュニケーション不足、②開発チームの能力

不足、③想定レスポンスの未達成などの技術要素であった。 また、障害発生工程は ST/OT が多く、

対処すべきだった工程は SA/UI との回答が多かった。つまり、上流工程でのスコープの作成とリス

クの抽出と対応策の検討が重要であることが再確認されたのである。  

 

 「模擬ＰＡ(Project Audit:プロジェクト監査)会を通じたスキルの向上」：過去の事例からリスク

要因を特定する一方、リスクに対する観察眼を養うため、模擬ＰＡ会を実施した。これは、各自持

ち回りで、メンバが携わった開発プロジェクトに対し、各々がプロジェクト監査人となり、リスク

マネジメントの観点から指摘を行うものである。この活動を通じ、メンバ間におけるリスクやマネ

ジメントに関する認識の共通化が図れた。また、開発中にこのようなＰＡ会が開催されていれば、

リスク要因の一部は未然に防げただろうという意見も出されたほど、リスクマネジメントにおいて
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有効な手段であることの確認もできた。 

 

3. リスクマネジメントプロセスの確立   

 リスクマネジメントプロセスを標準化し下図のようにまとめた。しかし、研究の目的をプロセス

の構築のみでなく実践できることとしているので、実施手順をまとめたリスクマネジメントガイド

(以下、ガイド)の作成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：リスクマネジメント標準プロセス 

 

「現場で使えるガイド」：以下の２表を盛込みリスクマネジメントの標準プロセスを示すガイドを作

成した。このとき一番注力した点は、現場で使えるものにするということである。これまでの研究

結果や参考図書などより作成したガイドを、各社に持ち帰り第一線で活躍しているＳＥ３０名に評

価を依頼した。この評価を元に、加筆・修正を加え、より使えるガイドとして練り上げていった。 

 「エッセンスを抜き出した、リスク診断表」：個々のプロジェクトにおいてどのようなリスクが内

在しているのか。そのリスクの脅威はどのようなものであるかを把握することが、リスクマネジメ

ントの第一歩である。これらを簡便に行うため、リスク診断表を作成した。この診断表には、リス

ク項目として５３項を挙げリスク発見の手助けになるようにした。また、その中でも重要と思われ

る１３項目を抽出しており、プロジェクトの規模や重要度によって使い分けができるよう工夫した。 

 「知識の共有を目指すフィードバックシート」：プロジェクトが完了したからといって、リスクマ

ネジメントが完了したわけではない。各種の事例を共有財産として蓄え、必要に応じ活用されるこ

とを目的として、ＳＤＥＭ21工程別リスク一覧表兼フィードバックシートを作成した。これにより、

現状の問題点の１つである「個人スキルへの依存」を解消し、今後発生する開発プロジェクトの品

質を高めていくことが可能となる。 

 

4. 組織への定着化とＰＭの育成 

 「一つのプロジェクトは全てのプロジェクトのために」：リスクマネジメントは継続することで、

より大きな力を発揮するものである。それには、企業の中にリスクマネジメントに対する体制を根

付かせなければならない。このためには、トップマネジメントの強い意志が必須である。また、Ｐ

Ｍの育成にしても、ＯＪＴに頼らず体系的、計画的な教育とプロジェクトマネジメントに関する知

識体系の整理などが必要である。また、これらの概念教育のみならず、実務訓練による概念の裏付

けにより、リスクに対して正しく対応を行えるようになっていく。 

 

5. 提言 

以上のように、使える技術を求め分科会での研究を続けてきた。当分科会で提供するガイドはあ

くまで標準であり、これを各社、各企業で運用し必要に応じ加筆訂正を行い、それぞれにあったガ

イドとしていってもらいたい。 

リスク要因を発生させない、また発生しても迅速な対応で最小限の被害で食い止めることができ

れば、その企業のステータスは自ずとあがっていく。個々のプロジェクトにおいて行われたリスク

マネジメントの結果を企業の宝としていくために、当分科会の成果を活用してもらいたい。 

ＳＰ ＳＡ ＵＩ ＳＳ ＰＳ ＰＧ ＰＴ ＩＴ ＳＴ ＯＴ ＯＭ 

計画

遂行

コントロール

終結

 各工程で計画・遂行・コントロールを行っていくことでリスクをマネジメントする。 

 そして、次工程に移る際に必ずフィードバックを行い、知識・ノウハウの共有化を行う。
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フレームワークを利用した 

Ｗｅｂアプリケーション開発の研究 
－これであなたも今日からフレームワーカーだ！－ 

 

アブストラクト 
 

1. 研究にあたって 

今日の技術革新のスピードと経営環境の変化のスピードは、驚くほど速い。そしてそのスピードは

当然システム開発の現場にも多くの影響を及ぼしている。特にＩＴの主柱であるＷｅｂアプリケーシ

ョンの開発に対し、『短期間・低コスト・高品質』という厳しい要求が強く突きつけられている。 

そして、この要求を満たすための一つの方策として、『フレームワーク』というキーワードが存在す

る。本分科会においては、この『フレームワーク』というものが果たして本当に短期開発や品質の向

上に役立つものなのかという単純な疑問から出発し、その本質に迫るべく研究を行った。 

 

2. 今なぜフレームワークなのか ～枠組みの帰還～ 

  『フレームワーク』を少し広い視点から捕えたとき、「フレームワークとはシステムを構築する上で

のひとつの枠組みである」と言うことができる。要するに枠を当てはめることによって、システムを

パターン化してしまうものという理解である。 

しかし、その概念自体は新しいものではない。かつて、汎用機でのオンラインシステム開発におい

ては、設計にしろ実装にしろある意味、枠にはめられてい

た。それは『フレームワーク』という言葉でこそ呼ばれて

はいなかったが、まさに枠組みに他ならなかった。ところ

が、汎用機というクローズな世界からサーバを中心とした

オープンな世界への流れの中でその枠組みは消失してしま

った。ユーザの選択肢は確かに広がったものの、あまりに

自由度が高くなりすぎて収拾がつかなくなってしまったの

である。それゆえ、消失した枠組みに変わる新たな枠組み

が求められた。それが、『フレームワーク』である。 

 

3. フレームワークの有効性 ～フレームワークの真実～ 

  「フレームワークは有効なのか？」本分科会ではその検証を、フレームワークユーザであるＳ社へ

のヒアリングと実際のＷｅｂアプリケーション開発によって行った。 

Ｓ社では、『短期間・低コスト・高品質』なシステム開発を行なうためには、アプリケーションデザ

インの統一が必要であると考えており、そのためにフレームワークを導入していた。つまり、まず『標

準化』という考え方があり、それを実現する手段として、フレームワークを利用していたのである。 

では、実際のＷｅｂアプリケーションの開発において、フレームワークは本当に、『短期間・低コス

ト・高品質』を実現するのか？、また『標準化』との関わりはどうなのか？、本分科会では、その検

証のために、簡単なアプリケーションの開発を行い、フレームワーク未使用、Struts 使用、富士通製

Apcoordinator 使用という、３つのケースについて比較検討したのである。 

その結果、フレームワークの効果が最も顕著に現れたのは、統一性の実現においてであった。フレ

ームワーク未使用の場合、開発者により作り方はバラバラであった。しかし Struts 使用の場合、機能

に含まれていない部分での相違は見られたものの全体的には概ね似た作りになった。そして

Apcoordinator 使用の場合は、開発者によらずほとんどが同一の作りになっていたのである。また、

開発経験があまりないメンバが作成したにもかかわらず、個別の品質の差がほとんどなかったのだ。 

フレームワークを標準化の手段としているＳ社の正しさが裏付けられたと言えよう。 
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・短期開発（生産性） 

   ステップ数は、コードの自動生成機能がある Apcoordinator が一番少なくすんだが、機能の少

ない Struts では、フレームワーク未使用とほとんど変わらなかった。逆に開発工数中の調査時

間割合については、Apcoordinator が一番多くなっている。フレームワークの機能を学習する

ための時間がどうしても必要になるためである。つまり、機能が豊富であればステップ数は削

減できるが、その分学習時間は増える。従って、フレームワークの学習時間を早期に短縮する

ことが、生産性向上のポイントとなる。 

・低コスト 

経験の少ない開発者でも、均一なコードが作成可能であり、あえてスキルの高い（＝コストの

高い）人員を用意する必要がなくなるので、フレームワークに多少のコストをかけても、全体

的なコストは抑えられる。 

・高品質 

統一されることで、開発者ごとのプログラム品質のばらつきを抑えられることが期待される。

また、Apcoordinator のようにコードの自動生成機能があれば、「手書き」でのコーディング量

を減らせ、その分品質を上げることができる。 

・保守性 

   統一性があるということは、誰が作成したものでも、同じようなつくりになっているというこ

とであり、保守の容易さにつながる。 

 

4. 提言 ～フレームワーカーへの道～ 

フレームワークは、導入すればすぐ使えて役に立つという魔法の道具ではない。本分科会の研究の

中で明らかになったのは、『フレームワーク』は『標準化』と切っても切り離せないものだということ

である。すなわち、フレームワークを導入するということは、Ｗｅｂアプリケーション開発における

一つの標準を適用するということに他ならない。汎用機唯一の時代からオープンへという流れの中で、

冒頭の厳しい要求を満たすための方策として考えられているのは、原点回帰とも言える『標準化』な

のである。 

ただし、標準化は、その標準が浸透するまではその効果が表れてこない。いくつもの開発をその標

準で行なうことで、品質は向上し、工数の削減につながってゆくというのは、いまさら説明する必要

もない事実である。 

フレームワーク導入の効果をあせってはいけないのだ。一番やってはならないのは、フレームワー

クをツールと同一視し、複数のシステムで異なるフレームワークを別々に導入してしまうことである。

これは、複数の標準化が適用されている状態と同じなのだ。標準化は、ひとつに定められてこそその

効果を発揮する。フレームワークの導入もしかりだ。我々は、フレームワークを使いこなし、「短期間・

低コスト・高品質」という命題を実践する人々をフレームワーカーと呼びたい。そして最後に以下を

提言する。 

 

 

 

★メーカへ すぐに使える、使いやすいフレームワークの提供を！ 

★開発者へ フレームワークを凌駕する技術の蓄積を目指せ！ 

★経営者へ フレームワークの効果を焦ってはいけない! 
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ＵＭＬの活用による大規模アプリケーション設計 
 

－ＵＭＬは魔法の杖なのか？－ 
 

アブストラクト 
 

１．問題認識 

昨今、インターネットの普及により、大規模システム開発においてもＷｅｂシステムを採用するケー

スが増えている。ユーザ企業は、他社との競争において優位性を確保するため、大規模Ｗｅｂシステム

を用いた新規のサービスを、短期間で完成させることを要求している。開発現場では、この要求に応え

ようとするあまり、以下のような問題がますます顕在化してきている。 

(1) 要求を漏れなく把握することができない。また、要求を効率良くドキュメント化することができ

ない。 

(2) 要求仕様を次工程へ確実に落とし込めず、実装レベルになって漏れが発覚している。 

(3) 仕様変更時に影響範囲の見極めをドキュメントから行うことができない。 

(4) オブジェクト指向開発において、設計者のスキルによって、ドキュメントの完成度が左右されて

いる。 

これらの問題を解決する手段の１つが、ＵＭＬだと一般的に考えられており、ＵＭＬに対して以下の

ように、あたかも「魔法の杖」であるかのような期待がされている。 

(1) ＵＭＬのユースケースを利用すれば、ユーザの要求を正しく表現できる。 

(2) ＵＭＬとＪＡＶＡは、親和性が高いので、要求を実装まで確実に繋げやすい。 

(3) ＵＭＬは、要求から実装までをカバーしているので、影響範囲が把握できる。 

(4) ＵＭＬは、オブジェクト指向開発をサポートする統一されたモデリング手法であり、誰でも一定

の完成度のドキュメントを作成できる。 

しかしながら、実際は、ＵＭＬを利用しても問題は起こり得る。なぜなら、ＵＭＬは、表記法のみを

規定しているのであって、「開発のどの段階で、どのドキュメントを利用するのか」は規定していない。

また、ＵＭＬは、実践に裏付けされたモデリング手法のノウハウが蓄積されていないため、これらの問

題を解決できず、ＵＭＬを使用するメリットを感じ取れないのが実情である。 

 

２．研究目的とアプローチ 

当分科会では、以下の４つの事柄を解決しなければならないと考えた。 

(1) ユーザの要求を漏れなくドキュメントに表現できる。 

(2) 要求仕様が、漏れなく正確に実装に反映される。 

(3) 仕様変更が起こったときにその影響範囲をドキュメントから把握できる。 

(4) モデリングの習熟度に関係なく、ある一定のレベルのドキュメントを作成できる。 

これらを実現するため、以下の研究を行った。 

(1) ＵＭＬのみにこだわらず、要求から実装までが有機的に結びついたドキュメント体系を作成する。 

(2) ＵＭＬを使用し、誰でも一定の完成度のドキュメントを作成できるガイドラインを導き出す。 

(3) 実際の業務で使用された要求仕様書を基に、ドキュメント体系とガイドラインを検証する。 

 

３．研究成果 

工程を「要求」「分析」「設計」に分け、各ドキュメント間の関係を表したドキュメント体系図と各ド

キュメントのガイドラインを策定した（表 1）。そのガイドラインの特徴は、以下の通りである。 

(1) ユースケースを容易に抽出するため、アクティビティ図を業務概要フローとして採用 

(2) 段階的詳細化手法によるユースケースの粒度の統一 

(3) Ｔ字型ＥＲ図によるデータ指向とオブジェクト指向の融合 
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(4) クラス抽出するための思考過程をロバストネス図で表現 

 

表 1 ガイドラインとドキュメント体系 

No 工程 ドキュメント名（＊は、ガイドラインを作成） ドキュメント体系上の位置付け 

1 用語集 UML 以外だが必須 

2 Ｔ字型ＥＲ図＊ UML 以外だが必須 

3 アクティビティ図（業務概要フロー）＊ 必須 

4 

要求 

ユースケース（図、記述、ビジネスルール）＊ 必須 

5 画面遷移図・レイアウト UML 以外だが必須 

6 ロバストネス図＊ UML 以外だが必須 

7 分析シーケンス図＊ 必須 

8 

分析 

分析クラス図＊ 必須 

9 画面一覧、画面遷移図、画面レイアウト、画面表示

仕様、画面チェック仕様、データ操作仕様 
UML 以外だが必須 

10 設計シーケンス図 必須 

11 

設計 

設計クラス図＊ 必須 

 

これらの特徴を持ったガイドラインと各ドキュメント間を関係付けるドキュメント体系を規定した結

果、以下の成果を確認できた。 

(1) 効率的で漏れの無い要求仕様の表現 

当ガイドラインで規定した要求工程のドキュメントにより、ユーザ役を務めたメンバに、自分の

伝えたかった要求仕様を、お互いの共通認識の元、表現されたことを確認できた。 

これを可能にしたのは、「業務概要フローとしてのアクティビティ図の採用」「段階的詳細化手法

によるユースケースの導入」「Ｔ字型ＥＲ図の採用」である。 

(2) 要求から設計まで繋がるドキュメント体系の策定 

ロバストネス図の導入により、要求工程で作成したドキュメントから設計工程のクラス図まで、

その要求仕様が漏れることなく、落とし込めることを確認できた。 

(3) ユースケース駆動によるドキュメントへの保守性の確認 

ドキュメント体系は、要求工程で作成したユースケース単位に、以降のドキュメントを作成して

いくようになっている。（ユースケース駆動のドキュメント体系である。） 

分析工程を１サイクルまわした段階で、仕様変更を発生させたところ、影響範囲が見極められ、

確実に関連ドキュメントに反映できることを検証できた。 

(4) ガイドラインの導入容易性と設計作業の効率性 

ドキュメント体系を策定するにあたっては、ＵＭＬに固執せず、要求仕様を確実に整理でき、か

つ要求～設計工程まで確実に落とし込むために最低限必要なものが何であるかを導き出した。また、

その中でＵＭＬそのものについても全てを採用せず、取捨選択を行った。さらに、ＵＭＬ以外のド

キュメントも必要であることを明確にした上でガイドラインの作成を行っており、効率的な指針を

示している。 

各ガイドラインについては、作成手順を明確にしており、その表記方法の説明に加え、チュート

リアルも充実しており、ＵＭＬの理解をサポートしている。 

 

４．結論 

ＵＭＬは、単なる表記法に過ぎない。また、ＵＭＬだけではシステム開発の全工程をカバーすること

はできない。今回の分科会でドキュメント体系・ガイドラインを策定することによって、どの工程で何

を行えばよいのか、明確にすることができた。ＵＭＬを知らない人は、ガイドラインの簡単な表記法の

説明とチュートリアルによって、要求がどう設計に反映しているかが理解できる。これらを使うことで

要求を実装まで漏れなく繋げることができ、要求変更による影響範囲を把握し、Ｗｅｂシステムの開発

をスムーズ行うことができる。是非、システム開発で、このガイドラインを活用していただければ幸い

である。 
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超高速システム開発手法の検証 
 

－スピード時代の戦略的システム－ 
 

アブストラクト 
 

1. 近年の情報システムの特徴と課題 

近年の情報システム開発の特徴として、すでに業務の効率化や省力化を計る大規模システム開発は一

巡してきているため、個々のユーザ業務の競争優位性確保や差別化のために比較的中小規模な戦略的シ

ステム構築の需要が増大しつつある。このようなシステムでは、仕様自体の変化が速く流動的であるた

め、従来の開発方法（仕様を固めてから構築に着手する）では、「仕様自体がＦＩＸできないための開発

遅延」や、「無事システムが完成しても、そのシステム自体が現実と合っていない」といった事態が発生

している。 

このように、システム自体が生鮮品と化しているため、仕様が固められなくとも、また仕様が変化し

てもそれに追従でき、しかも一刻も早くリリース開始できる開発手法が求められている。 

 

2. 研究アプローチ 

研究アプローチとして、まずは現状の開発現場における課題を抽出し、原因分析を行った。次に、近

年、柔軟な開発手法として名を上げてきているアジャイルをこのテーマに適用することが可能ではない

かという推定を裏付け、さらに何が不足しているかを明確化するために、以下に示す調査を行った。 

・ 文献による調査 

・ 2002 年度ＬＳ研分科会「Ｗｅｂシステムの効率的開発Ⅰ」のＴＡへのヒアリング 

    （分科会内でＸＰを実践し、「2002 年度ＬＳ研版ＸＰ」をご提唱） 

・ アジャイル（ＸＰ）を実開発業務にて実践しておられる「富士通青森エンジニアリング」

のアジャイル開発担当者へのヒアリング 

さらに、実際に柔軟な開発が可能かどうかを検証し、問題点や課題を洗い出すために模擬プロジェク

トを実施した。 

注）「ＸＰ」とは、アジャイル開発手法の一つ「eXtreme Programming」の略 

 

3. 研究内容 

当分科会は、テーマである「超高速システム開発手法」として、アジャイルをベースにできるのでは

ないかという推定から発足している。アジャイルを超高速システム開発手法と考えるかどうかは議論の

分かれるところであるが、我々は、「超高速」を「お客様に、いち早く競争優位性を持ったソフトウェア

のご提供を開始する」という意味と解釈し、開発完了までの高速化を狙うのではなく、お客様に有意義

なリリースを早く行うことを狙うという意味でアジャイルを超高速開発手法の一種と考えることとした。 

ベースとなるアジャイルとしては、2002 年度「Ｗｅｂシステムの効率的開発Ⅰ」分科会にて開発され

た「2002 年度ＬＳ研版ＸＰ」を採用し、これに不足していると思われる部分を補完し「2003 年度ＬＳ研

版ＸＰ」を開発した。以下に「2003 年度ＬＳ研版ＸＰ」の位置づけを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

              図１ 2003 年度ＬＳ研版ＸＰの位置づけ 

「2003 年度ＬＳ研版ＸＰ」 

「2002 年度ＬＳ研版ＸＰ」 

オリジナルＸＰ2002 年度追加分 左のプロセスでは十分でない、開発途中での大き

な仕様変更への対応を追加 

本年度のメインテーマ 
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 また、研究内容としては、2002 年度分科会ではアジャイルの有効性に焦点を当てていたが、本年度は、

どのようにすればうまくいくのか、というようなプロジェクト実行面に重点を置いた。 

 

3.1 模擬プロジェクトでの実施、検証内容 

◆アジャイルの実践（自分たちでアジャイルを実践し経験してみる） 

◆アジャイルの耐性検証 

 （新規追加機能発生、データ構造の変更、リリース日の前倒しをシミュレート） 

◆アジャイルのメリット、デメリットを洗い出し、活用ノウハウを導く 

 

3.2 2003 年度ＬＳ研版ＸＰの 2002 年度版からの追加点 

「オリジナルＸＰ」および「2002 年度ＬＳ研版ＸＰ」で解決できない要件定義部分の対応として、以

下の項目を追加した。 

①データ構造等の変更（＝大きな仕様変更、2002 年度版ではアジャイル不適合と明言）により、イテ

レーション（反復）内で対応できる範疇を超えた場合、リリース計画からの仕切りなおしを実施す

るルートを追加。 

②最初に洗い出した課題に対応する形での最上流部分を中心に（図２左上の赤い太線による囲み部分）

実行ノウハウ追加 

 

  
            図２ 2003 年ＬＳ研版ＸＰ概要図 

 

4. 結論 

アジャイル開発は、お客様が必要とする機能を素早く提供可能な開発手法であるが、多分に経験が必

要であることは否定できない。そこで、本分科会の成果であるノウハウを活用することで、アジャイル

開発を最大限効率的に安全に導入が可能となると考えている。 

ただし、アジャイル開発は、「銀の弾丸」、「魔法の杖」ではない。特定の条件や前提の元に実施してこ

そ、効果が得られる。なによりも人材が重要で実践経験がものをいうため、まずは、この研究成果報告

書中に記述されているノウハウを最大限に活用し、一度は社内業務のシステム化等で経験を積んだ後、

ＳＩ事業へ適用していくのが最短のルートであると考えている。 

 

                                   －以上－ 

リリース計画

スパイク

見積り確定

不確定要素を検証

テスト
ロジック作成

ｽﾄｰﾘｰｶｰﾄﾞ

ｽﾄｰﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ｱｰｷﾃｸﾁｬｰ

ＤＢ構造

ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ

方式設計

成

果

物 仕様変更管理リスト

ＬＳ研版

ｺｰﾃﾞｨﾝｸﾞ規約

ＥＲ図

画面遷移図
ﾀｽｸｶｰﾄﾞ

ﾀｽｸｶｰﾄﾞ
コード

ﾃｽﾄｺｰﾄﾞ

機能ﾃｽﾄ

ｹｰｽ表

ｿﾌﾄｳｪｱ

スパイク

リリース計画

開発する機能
(ストーリー)

を選択

基本設計

方式設計
ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ選定
DB選定

DB設計

ER図
論理設計

画面設計

画面遷移決定
ﾗﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ

ｲﾃﾚｰｼｮﾝ
計画

ストーリーを
開発者に
割り振る

イテレーション
開発

ストーリーを
実装する

ペアの決定

日次
ミーティング

機能テスト

ストーリーの
正当性チェック

リリース

顧客へ提供

ペア・プログラミング

②この部分を中心とした強化ノウハウ 

①大きな変更が加わる場合、通常のＸＰサイクル全体を、もう一度回す手法の追加 

2002版追加

2003 版強化
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Web システムのテスト／検証方法 
 

－最後の砦はあなたが守る－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究背景 

ビジネスのスピードアップに伴い、Web システムの開発は「短納期」開発になっている。 

Web システムは、従来のシステムとは違い、「利用者が不特定多数」「安定したレスポンスの保証」「不

正アクセスなどを防止するセキュリティ対策」「24 時間 365 日連続稼動を可能にする信頼性」が必要と

される。Web システムの特徴から、「テスト項目が増加」「テストパターンの漏れ」「テスト期間・工数の

不足」といったテストの問題が発生し、場合によっては「本番遅延」「稼動後のトラブル」といった問題

を引き起こしている。 

このような問題を解決すべく、当分科会では「テスト」という古くて新しい研究テーマに取り組んだ。 

 

2. 研究目的と進め方 

Web システムの効果的・効率的なテストを実現するために、次の 2つを研究目的とした。 

 

 

 

研究の進め方は、以下の手順で行った。①Web システムの特徴の整理、②テストの体系を整理と Web シ

ステムで重要となるテストは何かを研究。③テスト工程管理、完了基準を各社現状調査。④ガイドライ

ンの作成。⑤テスト項目抽出ツールの開発。ガイドラインとツールは、メンバ企業各社で第三者による

評価も行い、その指摘事項を反映することにより有用性をより高めた。 

 

3. 研究成果 

(1) 「誰もがすぐに使えるテスト指針」をまとめた Web システムのテストガイドライン 

メンバ企業が即テスト標準を策定できるように Web システムのテストガイドライン（以下ガイドライ

ンと表記）を作成した。これまでも Web システムの特徴は定義されてきたが、当分科会では、「Web シス

テムの特徴により、テストの重み付けが変わるのではないか」と考え、「利用者や利用形態の利用目的別

観点」と、「アーキテクチャや稼動環境のインフラ・アーキテクチャ別観点」の２つの視点から整理し、

テストの優先順位と重要度を付けた。ガイドラインには以下のテスト指針を含んでいる。 

・ユーザ要求、テスト技法別テスト体系の整理：31種類のテスト観点と 18種類のテスト手法 

・テスト項目一覧の作成と Web システムの特徴によるテスト重要度整理：181 のテスト項目 

・現場の生の声を集めたトラブル事例、べからず集などのテストノウハウの作成：各々14件の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)「誰もがすぐに使えるテスト指針」をまとめた Web システムのテストガイドラインの作成

(2) Web システムの特徴に応じたテスト項目を抽出するツールの提供 

表１  テスト体系の整理 

テストの種類・方法 適用フェーズ 

中項目 小項目 
内容 

SS PS PG PT IT ST OT

仕様確認テスト 外部仕様書のすべての文言に対し、プログラムの動作を比較する。     △ ○ ○ ○ ○

正確性テスト プログラム中の計算方法や結果の表示方法を確認する。       ○ ○ ○  

境界条件テスト すべての入力値に極端な値を設定して、プログラムの応答を確認する。 

DB のフィールドと画面の入力項目の型や桁数のチェック。 

同値分析（有効・無効同値）と限界値分析（有効と無効の限界）より、具

体的なテストケースを洗い出す。場合によっては、テストケースに数値を記

述せずにテスタの技量で実施することも有効な方法となる。 

      ○  ○  

状態遷移テスト プログラムがある状態から別の状態へ正確に移ることを確認する。       ○ ○ ○  

機能テスト 

（プログラムが外部

仕様と一致している

ことを確認する。） 
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数あるテストの中から Web システムで従来のシステムに比べて特に重要だと思われるテストを「機能

テスト」「構成テスト」「セキュリティテスト」「信頼性テスト」「性能テスト」「負荷テスト」6つに絞っ

た。Web システムの特徴である、「不特定多数のユーザ」「ブラウザ」「24時間 365 日サービス」から影響

されるテストである。各テスト項目には、テストの概要やテスト実施方法、実施工程を記述している。 

 

1 機能テスト 専門性 ★ 時間 ★★★ コスト ★★★ 

テスト内容 システムがユーザ要件（外部仕様）を満たしているか否かを確認するテスト 

対象とした理由 不特定多数の老若男女のユーザから利用されるため、操作性（ユーザビリティやアクセシビリティ）は重要なテス

トとした。 

ポイント ユーザがシステムを使用する際のユーザビリティの確保。 

早い段階で「ユーザビリティ」「アクセシビリティ」についてユーザ評価をもらう。 

テスト省略時に 

発生する問題 
バッファオーバーフローや Web ページの改ざんなど、セキュリティ問題への発展がありうる。 

操作性の確保が出来ない場合、ユーザが使いたくないシステムとなってしまう。 

大項目 中項目 チェック項目 レベル分け テストパターン項目
（入力パラメタ）

評価値
（出力パラメタ)

テスト実現手段 テスト結果に不具合があった場
合の対処

機能テスト 操作性テスト

ユーザビリティテスト

アクセシビリティテスト

画面にあるオブジェクト数が適切か 設計レビュー 画面を表示 PC・PDA・携帯電話等のハードウェアにあっ

た基準値（範囲内）となっている

画面あたりの読み込みデータ容量は適切か 設計レビュー 検索可能な最大のデータを検索する 適切な検索結果が表示されているか確認

操作に対する確認、完了ができるか 動的テスト 一定の操作を行い、確認、完了画面を表示 設定した画面

入力項目タブ移動が適切か 動的テスト キーボードよりタブ移動を確認 設定したタブ移動

英数字項目のデフォルト入力モードが適切
か

動的テスト キーボードから任意の文字列を入力 設定した入力モード

 

(2) Web システムの特徴に応じたテスト項目を抽出するツールの提供 

効果的・効率的なテストを行うために、Web システムの特徴とテスト項目を関連付け（効果的）て、

優先順位（効率的）の 3段階の重要度をつけた。これにより、誰にでも同じレベルで漏れの少ないテス

ト項目を抽出することで、属人化を排除した。またシステム形態やテスト項目は、今後の技術や開発技

法の変化に対応するために、カスタマイズ性も考慮した。各社で自由に追加、変更が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 即企業で実践的に活用できるガイドライン・ツールと評価 

参加メンバはガイドライン・ツールを持ち帰り活用するが、メンバ以外の方に有用かの評価をアンケ

ートにて調査した。メンバ各社の開発者や管理者の約 40人に対し、アンケート評価を実施した。その結

果、ガイドラインは 84%の方に、ツールは 83％の方に有用活用できると評価していただいた。 

 

4. 提言 

本研究の成果である、誰でもすぐに使える「ガイドライン」と、システムの形態から誰でも同じレベ

ルでテスト項目を出力する「テスト項目抽出ツール」は各社にて活用していただきたい。これにより、

効果的・効率的なテストを実践することが可能である。 

また、今後も益々複雑になるであろう Web システムに対応するために、カスタマイズしていただける

ことで効率よく標準化できると考える。 

最後に、当分科会としてこれからのテストとして以下の 2つを提言する。 

 

 

 

テストを行うには、技術的観点だけでなく、ユーザ的な観点やビジネス的な観点、プロジェクト的な

観点の広い視野を持つことが重要である。また、トラブルを日々実績として収集し、それはどういう場

所に入り込みやすいかを分析し、活用することが効果的・効率的なテストにつながるため、ぜひ実施し

て欲しい。 

① テストに対する意識を改革する 

② 組織的にトラブルをナレッジ化する 

表 2  テスト項目の整理（機能テスト） 

図 1  ガイドラインとツールの構成 

本文：100 頁 

添付：44頁 

ガイドライン 

Web システムの特徴 

テストの分類 

テストの進め方 

テスト体系一覧 

テストの評価と分析

トラブル事例集  

テスト項目抽出ツール 

テスト項目：181 項目 

信頼性テス

負荷テスト

セキュリテ

ィテスト構成テスト 

機能テスト 性能テスト
抽出

 

YES

YES

NO

NO

抽出 

選択 

DB を利用するか？

モバイルを対象とするか？ 

(工程別に出力) 

‥ 
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基幹システムの再生方法の研究 
 

－ガイドラインによる再生方法の選択－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究背景 

景気低迷、競争の激化など企業を取り巻く経営環境の変化は激しく、企業の合併によるシステム統合

や業務のＢＰＲに伴うシステム再構築、さらなるＴＣＯ削減など、基幹システムは抜本的な見直しに迫

られている。一方、ＩＴの進展により基幹システムの再生技術や手法は数多く存在するが、その善し悪

しを評価する物差しがなく、最適な再生方法を選ぶのが難しくなっている。そのため、多くの企業は大

きなリスクを伴う基幹システムの再生へ踏み出せないでいる。そこで当分科会では、再生方法選択のた

めの指針が必要と考え、研究を進めることにした。 

 

2. 研究目的と進め方 

今後、多くの企業において活用できる指針作りをするため、過去の事例に基づいたガイドラインを作

成することを分科会のテーマとした。また、より分り易く、使い易いガイドラインとするために『再生

目的』に絞ったガイドライン作りを目指した。研究手順は以下のとおりである。①文献やインターネッ

トを活用し、基幹システム再生事例を調査。②一般的な再生方法の特徴と適用時のポイントを整理。③

過去の事例を３つの再生方法に分類し、再生技術や特徴などを詳細調査。④調査結果をもとに再生目的

を整理し、ガイドラインを作成。⑤再生におけるポイントや考慮点などを整理し、ポイント一覧表を作

成。 

 

3. 研究成果 

3.1  基本となる再生方法への分類 

インターネットを始めとするＩＴの進展はオープ

ンな環境における開発ツールやミドルウェアを充実

させ、低コストにもかかわらず十分な信頼性を得ら

れるようになった。こうした新たなＩＴを活用した

基幹システムの再生方法には、現行の既存資産（業

務ロジックやデータなど）の取り扱い方によって、

次の３つに集約される。今回、再生事例（８０社）

を調査した結果、全てを３つの再生方法に分類する

ことができ、その裏づけがとれた。 

① 既存資産の活用による再生方法 

既存資産全体をサーバ用に変換する。または既存

資産の一部を部品として利用するやり方。 

② パッケージ適用による再生方法 

業務ロジックはパッケージに合わせ、既存資産は

捨てる。既存データはパッケージ用に変換する。 

③ 独自開発による再生方法 

業務ロジックを新たに開発し、既存資産は捨てる。既存データは独自開発用に変換する。 

 

3.2  再生事例の詳細調査 

３つに分類した８０社の再生事例から、背景や課題、再生の特徴・評価などを調査するため、事例

を掘り下げ、表１にまとめた。また調査結果をもとに各企業における再生目的を分析した。 

主にメインフレーム

業務アプリ
（COBOL）

メインフレーム
オープン
サーバ

連携

ERP

オープンサーバ

変換（移行）

オープンサーバ

Before

After

Java,
オープンCOBOL

①既存資産を活用した再生

②パッケージを適用した再生

③ 独自開発による再生

主にメインフレーム

業務アプリ
（COBOL）

メインフレーム
オープン
サーバ

連携

ERP

オープンサーバ

変換（移行）

オープンサーバ

Before

After

Java,
オープンCOBOL

①既存資産を活用した再生

②パッケージを適用した再生

③ 独自開発による再生

図 1 ３つの再生方法 
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3.3  企業に共通した再生目的の整理 

企業にはそれぞれの立場や考えがあることから、再生の目的は多岐にわたる。そこで、表１の背景

／目的をキーワードとして抽出し、全体で整理・統一を図ることで、企業に共通した再生目的へと整

理することができた。 

 

3.4  ガイドラインの策定 

前述の『３つの再生方法』および『再生目的』を

組み合わせ、『再生目的』を切り口に最適な再生方法

を見つけ出すことが可能なガイドラインとしてまと

めた。特に、3.3 で示したとおり、業種や業務に依

存しない共通の再生目的としていることから、汎用

性の高いガイドラインになった。 

ガイドラインは図２に示す『目的別再生方法選択

のワークシート』、表２に示す『再生方法適用時のポ

イント一覧表』から構成されている。まず、『ワーク

シート』から再生目的を選び、選択した目的に対し

再生を目指す企業のねらいを反映するため１０段階

の重みを付与する。この操作だけで再生方法の総合

評価が可能となる。次に各再生方法の事例から得た

特徴をまとめた『ポイント一覧表』を使い、導入前の

チェックを行う。失敗事例や苦労した点から得られた

情報であり、これを活用することが再生成功への近道

と考える。（図３） 

なお、任意に選んだ再生事例をもとにガイドライン

の検証を行い、評価点や重み付けなど調整し精度を向

上させた。 

4. まとめ 

このガイドラインはこれから再生を考える企業にとって時間をかけず方針作りができる道具として活

用できる。また、『再生方法適用時のポイント一覧表』を活用することで再生失敗に対するリスクを低減

でき、ガイドラインが当初目的であった再生方法選択のための指針になったと考える。 

今回は、基幹システム再生前に着目し、目的に応じた再生方法とは何かを研究したが、基幹システム

再生の過程におけるプロジェクトの推進体制や基幹システム再生後の費用対効果なども研究する必要が

あり、今後、このようなテーマが取り上げられることを期待したい。

開発工数の削減（2～4割）

オンラインとバッチを並行
処理

COBOLスキルの最大限
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表2　再生方法適用時のポイント一覧表

　　　　（パッケージ適用編抜粋）

再生目的①

再生目的②

再生目的③

ワークシート
の適用

既存資産活用

パッケージ適用

独自開発

ポイント一覧表
の活用

再生へ
の近道

再生へ
の近道

図3　ガイドラインによる再生方法の選択
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Ｗｅｂサービスの活用 
 

－Ｗｅｂサービス備えあれば憂い無し！！－ 
 

アブストラクト 
 

1. はじめに 

ＸＭＬによるデータ連携が進んできている中、複数のシステム間を連携させる技術の 1つであるＷｅ

ｂサービスは、今後の情報システムのカギを握るシステムと考えられ、開発期間の短縮・コスト削減に

寄与するだけでなく、インターネット上で公開される情報をシステム間で簡単に利用できる仕組みとし

て非常に期待されている。しかし、４年前にこの技術が発表されて以来、世間での利用はほとんど進ん

でいないのが現状である。当分科会では、普及の妨げとなっているＷｅｂサービスの問題点を明確にし、

適用事例や仕様の動向を押えながら利用上の解決案を研究した。また、技術スキル向上のために、プロ

トタイプを構築した。 

2. 適用事例の調査 

当分科会にて、一般的なビジネス形態である「inＢ」「ＢtoＢ」「ＢtoＣ」に分けて適用事例を調査し

た結果、以下の特徴が見られた。 

①「inＢ」の事例が思っていたより少ない。 

② 取引のない企業を相手としたＷｅｂサービスはほとんど実現していない。 

3. Ｗｅｂサービスの課題 

適用事例から、取引のない企業とのシステム連携

は、社内や取引関係がある企業とのシステム連携と

比較すると考慮すべき課題が増加する。結果として

その課題がＷｅｂサービスの普及を妨げる要因であ

ると考え、左表の６つの課題を取り上げて、その課

題解決方法を考察した。 

 

4. 課題解決方法 

当分科会で考えた課題解決方法は、以下のとおりである。 

(1) ビジネス的信頼性の確保 

格付け、与信情報、ユーザ認証、権限管理等の情報を管理し、サービス提供者と利用者の仲介を

行って手数料を得るビジネスモデルが検討されており、当モデルにより信頼性の解決が図れ、企業

間のシステム連携がＷｅｂサービスで進むと考えられる。 

(2) 根強いセキュリティへの不安 

WS-Security、ＳＡＭＬ等が世界標準になりつつある。複数のセキュリティモデルや暗号化手法

などに対応しており、当仕様を実装したミドルウェアを使うことで、セキュリティに関してさほど

意識せずともＷｅｂサービスのビジネスへの適用が可能になると考える。 

(3) トランザクション管理の不安 

Sun Microsystems 社陣営と Microsoft 社陣営で同等の仕様が公開されている。いずれかの仕様

がＷｅｂサービス対応ミドルウェア製品に反映されていくと考えられる。 

(4) 相互接続性の確保 

現在、Ｗｅｂサービス対応されたサーバ製品が複数提供されている。製品やバージョンが異なる

と相互接続できない場合があったが、「Basic Profile」や「ＷＳＭＦ」などにより相互接続性が保

証される環境が整いつつある。 

 No. 課 題 

 １ ビジネス的信頼性の確保 

 ２ 根強いセキュリティへの不安 

 ３ トランザクション管理の不安 

 ４ 相互接続性の確保 

 ５ 適切な課金方法の考案 

 ６ パフォーマンスの確保 
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<システム概要> 

(5) 適切な課金方法の考察 

サービス形態によって様々なパターンが存在するため、現時点ではＷｅｂサービスとは切り離し、

運用に適した課金・決裁のアプリケーションを独自に作成することで解決可能である。 

(6) パフォーマンスの確保 

データ件数の増加や暗号化・電子署名等のセキュリティ機能を強化した結果、処理時間が著しく

遅くなるという検証結果が報告されている。ただし、近年各社のハードの性能向上、ソフトの技術

進歩により、事前に充分テストを行い評価すれば解決可能な課題である。 

5. Ｗｅｂサービスシステムのプロトタイピング 

当分科会では、課題の１つであり標準仕様が製品

に実装されていないトランザクション処理を考慮し

たプロトタイプを構築することにより、開発手順の

評価と考察を行った。 

【システムのシナリオ】 

申請者が出張の申請を出張申請システムに対して行

い、出張申請システムがＷｅｂサービスを利用して

社員情報の参照、給与情報・勤怠情報の更新を行う。 

【開 発 環 境】 

開発ツール ：Visual Studio．NET 2003(v7.1) 

開発言語  ：Visual Basic．NET 

Ｗｅｂサーバ：IIS（v5.0/v5.1） 

ＤＢ   ：ACCESS 2002 
 

評 価 内 容 

Ｗｅｂアプリケーション開発技術があれば、Ｗｅｂサービスの導入は容易である 

インターネットの世界でシステム間の信頼性を確保するためには、システムの整合性チェックをす

る処理が必要だと感じた。 

開発ツールを使用することによって、Ｗｅｂサービスのインタフェースが自動生成されるため、開

発担当者がＷｅｂサービスを特に意識することなく開発を行うことができた。 

6. 考察 

 
 
当初問題と思われた 6つの課題は、４．課題解決方法で述べたとおり、解決可能である。 

 
 
システム連携では既存のＥＡＩ製品や安価なデータ連携ソフトが存在する。またデータ管理方法や新

たなボキャブラリ化を考える必要があり、膨大な時間とコストがかかる。 

 
 
2003 年から 2004 年にかけて、Ｗｅｂサービスを活用したシステムの事例が稼動を迎えており、確実

にＷｅｂサービスは実用段階にきている。先進的な企業はいち早く活用を始めている。Ｗｅｂシステム

も試行錯誤をしながら現在の発展を遂げたように、Ｗｅｂサービスも必ず改良されながら発展し、当た

り前のように利用される時代が来ると確信している。 

 
 
自社で時間とコストをかけて開発しなくとも、今後、便利なシステムがインターネット上に存在し、

簡単にＷｅｂサービス接続するだけで利用できるからである。Ｗｅｂサービスは、あくまでサービスを

利用するためのインフラ基盤であり、今後はサービスの内容そのものが問われてくると考えている。 

7. 提言 

★ Ｗｅｂサービスを提供する場合、他社に先駆けて自社の得意分野をＷｅｂサービス化する。 

★ Ｗｅｂサービスを利用する場合、提供されているＷｅｂサービスを積極的に活用する。 

6つの課題は解決可能である。 

未だに、Ｗｅｂサービスが普及していないのはなぜか？ 

Ｗｅｂサービスはこのまま普及しないのか？ 

「簡単で便利」だから、必ず普及する。 
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ＥＩＰ(Enterprise Information Portal)の効果的構築 
 

－ＥＩＰ導入の手順と効果測定の手法－ 
 

アブストラクト 
 

1 はじめに 

企業内に散在する知的資産やアプリケーションを統合し、一人一人が必要とする情報を最適な形に整

理して提供する「企業情報ポータル（Enterprise Information Portal:ＥＩＰ）」が注目を浴びている。 

いまＥＩＰに期待が寄せられるのは、それがさまざまな企業情報への「玄関＝Portal」にとどまらず、

文書管理や検索、情報共有、企業内外の業務アプリケーションとも透過的に連携する基盤として、経営

戦略の具現化に欠かせない強力なインフラになりうる点にある。このため、ＥＩＰを効果的に導入・構

築するための手法が求められている。 

当分科会では、ＥＩＰを効果的に構築するための 2つの手法についての研究を行い、それぞれ導入担

当者および経営層向けのガイド・ツールを作成した。以下では、当分科会の研究プロセス・成果のうち、

「研究課題の設定と研究方針」、「ＥＩＰ製品選定手法」、「ＥＩＰ効果測定手法」について概要を述べる。 

2 研究課題の設定と研究方針 

分科会メンバにて、実際にＥＩＰを構築した担当者からのヒアリング、および自社にＥＩＰを構築す

ることを想定した導入検討のシミュレーションを実施し、ＥＩＰ導入の計画時に発生する問題点の洗い

出しを行った。また、それらの問題点のうち、重要度が高く当分科会での研究対象となるものを抽出し

た結果、研究課題として以下の(1)・(2)を設定した。 

(1) ＥＩＰ製品選定手法の研究 

目的：導入担当者のＥＩＰ関連技術の理解度向上および自社環境に適合する効果的なＥＩＰ製品を 

選択することを可能とする。 

進め方：①各企業のＥＩＰ導入要件と各社ＥＩＰ製品の現状調査・整理 ⇒ ②ＥＩＰ製品選定手法の

提案 ⇒ ③各ベンダへのＱＡなどによるＥＩＰ製品詳細調査および製品選定手法へのフィードバッ

ク ⇒ ④製品選定手法のツール化、ツール利用方法・ＥＩＰ要素技術をまとめたガイドの提供 

(2) ＥＩＰ効果測定手法の研究 

目的：既存の効果測定手法の整理およびＥＩＰに特化した新たな効果測定手法を提案する。これによ

り、ＥＩＰ導入企業における、導入前後の効果を明確にし、導入／企画を円滑に行うことを、また

関係者間のコンセンサスを得ることを可能とする。 

進め方：①定性的評価手法の調査・ＥＩＰ適用時のポイント検討⇒②既存の定量的評価手法の調査・

ＥＩＰ適用時のポイント検討⇒③ＥＩＰ特化型の定量的評価手法（ＳＵＩＩＴモデル）の検討⇒④

ＳＵＩＩＴモデルのツール化、ツールの利用方法・ＳＵＩＩＴモデルを含む効果測定手法をまとめ

たガイドの提供 

3 ＥＩＰ製品選定手法 

3.1 製品選定手法の提案 

 当分科会で提案するＥＩＰ製品選定手法は、図

1 の考え方で、ユーザ企業のＥＩＰ導入要件（顧

客要件）から推奨ＥＩＰ製品を導出する。本手法

に対しては、ＥＩＰ機能の詳細分析、各ＥＩＰ製

品の詳細仕様調査・分析、顧客要件の詳細化とい

った研究結果が反映されている。 

3.2 製品選定手法の効果 

製品選定手法（製品選定ツール）は、以下の(1)～(3)のとおり、検討工数の削減や適切なＥＩＰ製品

選定の面で有効であり、2(1)で設定した研究課題の目的を満たしている。 

アウトプット

内部プロセス
インプット

①顧客要件

⑤推奨ＥＩＰ製品

(1)製品機能への展開

③要求製品機能表

(2)製品適合度評価

②顧客要件⇒

　　　製品機能対応表

④製品比較点数表

図1：ＥＩＰ製品選定手法の概念図
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(1)製品選定のサポートが可能 

ＥＩＰ導入にあたっては、ＥＩＰ製品の選定が大きなポイントとなり、候補となる製品の洗い出しに

かなりの時間がかかる。しかし、製品選定ツールを利用した場合は、顧客要件が定まっていれば、短時

間で製品を絞り込むことができる。また、製品選定ツールで上位に推奨された製品について、ベンダ側

から提案を受ける形にすれば、その後の比較検討を円滑に進めることができる。 

(2) 顧客要件の詳細化が可能 

一般的に顧客要件の明確化は難しいが、ＥＩＰは機能が多岐にわたるため特に顧客要件の抽出が困難

である。しかし、製品選定ツールではすでに製品選定時にポイントとなる要件を網羅したＱＡ項目がで

きており、顧客は実際に記入することで抜け無く確実に要件を明確化することができる。 

(3) ＥＩＰ要素技術を理解できる 

分科会メンバは、当初はＥＩＰ導入担当者を除きＥＩＰの要素技術の理解が不十分であった。このた

め、前半の分科会はＥＩＰ要素技術の理解に多くの時間を費やしたが、これらのＥＩＰ要素技術が製品

選定ガイドで整理されることで、今後ＥＩＰ導入を担当するユーザ企業の担当者の工数削減につながる。 

4 ＥＩＰ効果測定手法 

4.1 効果測定手法の提案 

当分科会では、既存の効果測定手法を元に、

独自の視点を加えた新定量的効果測定手法

（ＳＵＩＩＴモデル）を提案する。ＳＵＩＩ

Ｔモデルとは、経営への貢献度を「可視化」

することを目的とした、ＥＩＰシステム特化

型の経済的効果の算出手法であり、ＥＩＰを

導入するターゲット部門毎に、経常利益と投

資の２つの項目を展開し、"ＫＰＩ（重要業績

達成指標）"と、その係数としての"ウェイト"

を用いて、効果を算出するというものである

（ＳＵＩＩＴモデルをツール化した効果測定

ツールの入出力画面イメージを図 2に示す）。 

4.2 効果測定手法の効果 

 ＳＵＩＩＴモデルは、以下の(1)・(2)のとおり、ＥＩＰ導入効果の定量化・可視化などの面で有効で

あり、2(2)で設定した研究課題の目的を満たしている。 

(1) ＥＩＰ導入効果の定量化・可視化が可能 

ＳＵＩＩＴモデルは、従来の効果測定手法では非常に困難であったＥＩＰ導入の定量的な評価が可能

である。ＳＵＩＩＴモデルを実装した効果測定ツールを利用することで、簡易なパラメータ入力のみで

ＥＩＰ導入効果を算出することが可能である。また、導入効果は、削減可能な費用項目を特定して提示

されるため、ＥＩＰ導入効果を可視化でき、費用削減効果の高い特定の部門に重点的にＥＩＰを整備す

ることも可能である。ツールの活用者ごとのメリットは以下のようになる。 

①経営者層 

会社規模（従業員数、売上）、従業員の職種偏りなどによって、効果を測定することができるため、全

社でＥＩＰを導入した場合や、一部門のみで導入した場合など、より効果が大きい導入パターンを容易

に調べることができる。これにより、ＥＩＰ導入判断の支援ツールとして活用できる。 

②情報システム部門（企画／導入／運用者） 

一次投資費用、運用費用など投資額概算を導入人数に合わせて算出することができるため、企画、展

開の構造を検討しやすい。また、相乗効果が高い他システムの導入も合わせて検討することができる。 

(2) 既存の効果測定手法の整理 

既存の効果測定手法がＥＩＰへの適用時のポイント等を含めてＥＩＰ効果測定ガイドで整理されてお

り、今後ＥＩＰ導入を行う企業の経営層および導入担当者の工数が削減される。 

5 まとめ 

当分科会では、ＥＩＰを効果的に構築するためのポイントのうち、主として計画段階の重要度の高い

ポイント２つを研究課題として設定した。上記のとおり当分科会の成果物は、当初の課題設定時の目的

を満たしており、分科会のテーマである「ＥＩＰの効果的構築」のために利用可能である。 

図 2：効果測定ツールの入出力画面イメージ 
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ユビキタス社会における情報システム 
 

－ビジネス革新に向けたアプローチ－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究の目的 

 あらゆるモノがネットワークにつながり、情報がいつでも、どこでも、誰でも、簡単かつ安全に利用

可能な「ユビキタス社会」がまもなく本格的に到来すると考えられている。当分科会は、企業がユビキ

タス社会の到来に向けてどのように備えるべきかについて、その方向性を経営戦略、情報システム戦略

の面から明確化すべく研究に取り組んだ。 

 

2. 研究の進め方 

当分科会では、図１の手順で研究を進めた。 

(1)ユビキタス社会における生活シーンの明確化、当分科

会としてのユビキタス社会の定義および課題抽出・整理。

(2)ユビキタス社会の実現に必要な技術、世の中の取り組み

動向の調査。(3)現状分析と将来見通しを目的とした、各種

イベント、セミナー等への参加、ユビキタス研究開発現場

の見学（富士通研究所、PFU）、先行事例の実体験（IC タグ、

IC カード、無線 LAN スポット）等。(4) カメラ業界を例に、

ユビキタス社会における製造業の経営課題解決手段を、3

つの適用モデルを作成の上、分析・評価。(5)3 つの適用モ

デルをもとに、ユビキタス社会において製造業が取り組む

べきポイントを提言として一般化。 

 

3. 研究成果 

(1) ユビキタス社会のシナリオ作成と課題の整理 

ユビキタス社会における生活シーンのシナリオ（会社員、主婦、子供等、１日の生活行動をもと

に検討）を 30 作成。これらを①個人生活、②企業活動、③公共サービス、④メディアの各観点か

ら整理。その実現性を評価し課題を 165 項目抽出。これらの課題を 10のカテゴリに分類・整理（認

証/セキュリティ、デジタルデバイド、代替手段、新技術、コスト、利害の対立、運用ルール決め

等）。 

(2) 製造業の経営課題解決に向けたベストアプローチの策定 

本格的なユビキタス社会の到来を前に、企業はどのように対処すべきかを具体的に探るため、カ

メラ業界を例として、現状の経営環境や経営課題を踏まえた上で、ユビキタス関連技術を活用した

アプローチを検討、3つの適用モデルを設定した。 

これら適用モデルの具体的内容を表 1に記載するとともに、そのうちの一つである「バーチャル

カートソリューション」のシステム構成図を図 2に記載する。 

検討に当たっては、①利用シーンの想定、②システム構成と動作イメージを確立した上で、③キ

ーとなる技術、④収益モデルの分析評価を行った。 

これらの適用モデルを総括的に評価した結果、ユビキタス関連技術の大きな特徴は製品から得ら

れるコンテクスト情報(利用者環境)、プロファイル情報(ユーザ属性、製品属性)など、今まで得ら

れなかった情報が多面的に得られることにあり、それを有効活用したビジネス戦略、及び、それを

実現するためのユビキタス CRM 構築が、今後、製造業が成長していくための鍵であるとの結論に達

した。 

ユビキタス社会の定義（当分科会） 

身の回りにある様々なモノに情報処理能力と通

信能力が具備され、ネットワークに接続されたサ

ーバや多様な機器と連携することで、いつでも、ど

こでも、状況に応じたサービスをユーザが簡単、

安全に利用できるようになるネットワークコンピュー

ティング環境を備えた社会 

図 1 研究の進め方 
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表 1 「3つの適用モデル」の具体的内容 

適用モデル 上 段 ：目 的 、下 段 ：主 な実 現 機 能 およびビジネスモデル 

ユビキタス関連技術をデジタルカメラに搭載し、高機能化・多機能化を実現することで、製品価値を高め、差別化を図る。 高機能化の実現 

 

「つながるカメラ」 

・ワイヤレス PAN(Personal Area Network)による他の機器とのマシン対マシン接続。 

・無線 LAN 等によるインターネット接続と、複数のネットワーク事業者間をまたぐことを可能とするシームレス接続。 

・指紋認証による本人認証と、miniSD メモリカードへの指紋パターン、個人証明書格納（キー入力不要）。 

ユビキタス関連技術を活用した高付加価値ネットワークサービスを提供し、顧客囲い込みおよびストックビジネスの確立を図

る。また、製品からの情報収集により、ユーザニーズ、製品改良点などの迅速な分析を可能にする。 
ネットワークサービス

の実現 

 

「X-mode サービス」 

（オリジナル名称） 

・「つながるカメラ」とサーバを連携させ、カメラ単体では提供できない高付加価値サービスを提供（「バーチャルフィルム」、「情報

アルバム」、「どこでも写真教室」など）。 

・カメラの売上のみによる収益に頼らず、ストックビジネスとして安定的な収益源確立を図る。 

・写真撮影時の位置情報、ユーザの利用状況といったコンテクスト情報、プロファイル情報収集による、最適サービスの実現、

サービス企画・開発へのフィードバック。 

カメラのコア技術である光学技術等を用いたカメラ以外の機器に関するビジネスの検討を行い、新事業の確立を図る。 新規事業への進出 
 

「バーチャルカート 

ソリューション」 

（オリジナル名称） 

・デジタルカメラ技術を応用したショッピング専用情報端末。ヘッドマウントディスプレイを装着することでショッピング開始。 

・会員ごとのカスタマイズされた情報配信、無線LANアクセスポイントからの距離測定による位置把握とルート案内、視線入力

と画像認識により予約・商品引当て。 

・カメラメーカと IDC 運営企業、システム関連企業が顧客企業（百貨店等）をトータルサポートするビジネスモデル。 

 

4. ユビキタス CRM の構築に向けて 

ユビキタス CRM とは、コンテクスト

情報、プロファイル情報を収集し、バ

ックヤードシステムと連携させること

で製品やサービスの差別化、高付加価

値を実現し顧客満足を向上させるもの

であるが、構築に際しては、図 3に記

載するプラットフォームの機能を理解

し、自社製品の特徴や自社の経営課題

に応じて整備することが必要となる。 

ユビキタス CRM の構築により、顧客

が保有する製品と、企業が保有するバ

ックヤードシステムの間に、新たな情

報の流れが生まれるが、当分科会では

このような製品を起点とした情報の流

れ（ループ）を確立し、最大限に活用

していくことが製造業が成長していく

ための鍵であると考えた。 

 

5. まとめ 

ユビキタス関連技術の活用は一部で

既に始まっており、今後の急速な技術

進歩とともにその動きが急加速する可

能性は高い。ユビキタス関連技術が経

営に与えるインパクトの大きさを分析

し、今から備えることが重要である。 

上記のアプローチは製造業だけでな

く、多くの企業にとってのヒントとな

るものであり、LS研会員企業の発展に

微力なりとも役立てられれば幸いであ

る。 

 

 

図 3 ユビキタス CRM を実現するプラットフォーム 
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①セキュリティ①セキュリティ

プロダクトナビゲーション：マニュアルを読まなくても、誰でも簡単に製品を操作するための機能
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CMMI 連続モデルを使ったプロセス評価／改善 
 

－連続モデル適用の羅針盤－ 
 

アブストラクト 
 

１．背景と着眼点 

ソフトウェアが社会のインフラ的役割を果たすようになった現在、ソフトウェアの品質は、ともす

れば人の命や一生に大きな影響を及ぼす可能性が出てきた。ソフトウェア開発者にとって品質の向上

は文字通り「死活問題」といえる。 

これを受け、ＩＴ業界では品質向上を目指し、様々な角度から取り組みが行われている。中でも特

に、世界のデファクトであったのがＳＷ－ＣＭＭをモデルとしたプロセス改善活動である。ところが

そのＳＷ－ＣＭＭがサポート停止となり、これに取って代わるのがＣＭＭＩであると言われている。

このＣＭＭＩは派生的に生まれた様々なＣＭＭを統合・整理し、複雑化した現代のシステム開発に適

用できるようにすると共に、適用可能な組織の範囲を大幅に広げたモデルである。 

このプロセス改善の旗頭のＣＭＭＩに「段階モデル」と「連続モデル」の２種類のモデルがライン

ナップされた。ところが、この２つのモデルの中身には特に違いは無いと言われる。この摩訶不思議

なＣＭＭＩに取り組むにあたり、当分科会では先端的な研究である連続モデルの適用の研究に着目し

以下のような着眼点を以って検討を進めた。 

・ 段階モデルは成熟度レベルによるレベルアップの考え方でありＳＷ－ＣＭＭと同じらしいが、

連続モデルって何？どんなもの？何が連続なの？自分の組織はどちらを選んだらいいの？ 

・ アプローチや改善領域の選択に自由度が与えられたというが、自由といわれても（自由である

が故に）どうしてよいか分からない。取り組みへのアプローチは、各企業の置かれている状況

や経営戦略によって違うはず。ホントに好き勝手に選んでいいの？ＳＷ－ＣＭＭでは改善に取

り組む順番が決められていたのに・・。 

 

２．連続モデルへのアプローチ方法（提言） 

連続モデルを選択する際、その決定に影響を及ぼすと考えられる要因は、ビジネス要因、企業文化、

企業遺産の３つに分類される。この要因から連続モデル単独選択または段階モデルとの複合的な組み

合わせいずれかを組織ニーズと組織の能力に合わせて選択すべきである。 

個々のプロセスエリアでの組織のプロセス改善達成を目指すのであれば能力レベルに応じて改善プ

ロセスエリアを選択する連続モデルが望ましい。但しその基本の考え方としては組織から見た『得ら

れる効果に対する期待への充足』が必要であり、すなわち組織ニーズに応じたモデルを選択するべき

である。 

 

３．適用指針（提言） 

連続モデルは特定のプロセスエリアを自由に選択できる利点を持つ。よって、連続モデルをうまく

活用するには、いかに効果のあるプロセスエリアを選択し、改善活動を計画して行くべきかというこ

とである。以下に適用指針をまとめた。 

(1) 組織形態別適用指針 

先ず自分の組織形態に応じた、取り組むべきプロセスエリアを確認するステップが必要である。 

そのために、ソフトウェア開発の請負に従事していたり、自社システムの運用を担当したり、と

いった現在の開発方法で考えられる様々な組織形態の違いを分類した。そして、その組織形態ごと

に取り組むべきプロセスエリアの選択指針を明らかにした。 
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(2) 発生トラブルと発生原因ごとのプロセスエリア適用指針 

具体的な改善計画を立てる際は、全体像のなかでプロセスエリアの優先順位を決める必要がある。 

優先順位は組織が抱える弱

みや課題から設定することで

初めて有効なものとなる。 

当分科会では課題の一つと

してトラブル発生を挙げ、ケー

ススタディとしてトラブル削

減に最も効果のあるプロセス

エリアの選択を行い適用指針

を明らかにした。ここで明示し

た手順は他の課題においても

有用であり、優先順位の高いプ

ロセスエリアを選定すること

ができる。 

 

(3) プロセスエリア間の関連明確化 

プロセスエリア間には関連があり、弱みや課題に直結するプロセスエリアと合わせて取り組まな

ければならないものがある。そこでプロセスエリア間の関連を明示し、プロセスエリア適用指針を

補った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．研究成果（まとめ） 

本報告書は、プロセス評価／改善の道具としてのＣＭＭＩ連続モデルに焦点を当て、組織における

プロセス改善推進担当を中心に当モデルを適用しようとする方々を対象に、どのようなアプローチで

取り組むべきかについてまとめたものである。本研究は、日本においてＣＭＭＩ連続モデルを採用し

ている企業がほとんどなく、ＣＭＭＩに関する文献が少ない（公式日本語版は３月末リリース予定）、

ＣＭＭＩ連続モデルに注目した研究事例がない等の背景から、先進性、独創性の高い内容である。添

付活用ツールは、連続モデル適用時、即、実務で必要となるプラクティス解釈とプロセスエリア適用

のガイドを中心に作成したものである。有用性が高いので合わせてご一読願いたい。

トラブルに有用なプロセスエリア 
  

プロセス管理 プロジェクト管理 

工

程
№ トラブルの原因 

組
織
プ
ロ
セ
ス
定
義 

組
織
プ
ロ
セ
ス
重
視 

組
織
ト
レ
ー
ニ
ン
グ 

組
織
プ
ロ
セ
ス
実
績 

組
織
改
革
と
展
開 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
策
定 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
監
視
と
制
御 

供
給
者
合
意
管
理 

統
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理 

リ
ス
ク
管
理 

統
合
チ
ー
ム
編
成 

定
量
的
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理 

   成熟度レベル 3 3 3 4 5 2 2 2 3 3 3 4

1 顧客要件が曖昧な提案 （明確な要件定義無し）                   

2 対象範囲が不明確 （対象範囲の規定が曖昧）          ○        

3 納期設定の根拠が曖昧 （工数と期間の関連妥当性） ○         ○        

4 リスクを事前に表面化できない （リスク管理手法が無い）                ○   

商
談 

5 短納期の提案 （要件、対象範囲が不明確なまま提案）                   

関連プロセスエリア 
カテゴリ プロセスエリア（略称）：成熟度レベル

前提 派生 

プロセス管理 ・・・ ・・・ ・・・ 

プロジェクト計画策定（ＰＰ）：２ ＲＤ ＲＳＫＭ、ＣＭ、ＰＭＣ、 
ＲＥＱＭ、ＰＰＱＡ、ＣＡＲ

プロジェクトの監視と制御（ＰＭＣ）：２ ＰＰ ＰＰＱＡ、ＣＡＲ 
供給者合意管理（ＳＡＭ）：２ ＲＤ ＰＰＱＡ、ＣＡＲ 
統合プロジェクト管理（ＩＰＭ）：３ ＰＰ、ＰＭＣ ＰＰＱＡ、ＣＡＲ 
リスク管理（ＲＳＫＭ）：３ ＰＰ ＰＰＱＡ、ＣＡＲ 

プロジェクト

管理 

・・・ ・・・ ・・・ 

Ａ２ システム運用 

Ａ２２ 業務システム運用 

Ａ２１ マシン運用 

Ａ１ システム開発 

Ａ１３ 社内開発 

Ａ１２ 自社開発 

Ａ１１ 一括発注 

Ｂ 元請け 

Ｃ ２次請け Ｃ ２次請け 

Ａ 

シ
ス
テ
ム
ユ
ー
ザ
企
業 

システムユーザ企業 

開発 運用

A11 A12 A13 A21a
連続モデル 

グループ 
プロセスエリア 一

括

発

注 

自

社

開

発 

社 

内 

開 

発 

自 

社 

運 

用 

・ 

組織プロセス重視 ○ ○ ○ ○ ・ 

組織プロセス定義 ○ ○ ○ ○ ・ 

プロセス管理 

 ・ ○ ○ ○ ○ ・ 

プロジェクト計画策定 ○ ○ ○ ○ ・ 

 ・ ○ ○ ○ ○ ・ 

統合プロジェクト管理 △ ○ ○ ○ ・ 

プロジェクト管理 

 ・ × △ △ △ ・ 

要件管理 ○ ○ ○ ○ ・ エンジニアリング 

 ・ ○ ○ ○ ○ ・ 

 ・  ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
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親会社と情報子会社間のＳＬＡ 
－利用者視点のＩＴサービス・ 

グループ全体の企業価値向上を目指したＳＬＡ－ 
アブストラクト 

 

１．背景 

情報システムの多様化・複雑化にともなう各種アウトソーシングはアプリケーションサービス・イ

ンターネットサービスへと拡大している。従来、多くの日本企業では委託者と受託者間でのサービス

についてその内容・前提・品質などについて明確に規定されることはまれであったが、 

(1) 業務の委託者と受託するベンダー間の「役割分担」や「サービス内容/実施水準」の明確化 

(2) ＥＲＰの普及による、標準化された業務プロセスを受け入れる欧米風土化 

により社外アウトソーシングサービスに対してＳＬＡ（Service Level Agreement）、即ち「サービス

利用者と提供者間でのサービスの内容・範囲・品質についての合意」を締結するようになった。また、

「サービスレベルを継続して維持・管理すること、及びその手法」としてＳＬＭ（Service Level 

Management）が普及し始めている。 

ＳＬＡ／ＳＬＭはもともと「アウトソーシングサービス」を対象としたものであるが、さらに情報

システムの活用推進、サービスとコストの適正化の観点から「親会社・情報子会社間」でのサービス、

社内システムでのサービスへも適用拡大しつつある。 

 

２．研究方針 

当分科会では、「親会社と情報子会社（親子関係）」にスポットを当てて、「利用者視点のＩＴサービ

ス・グループ全体の企業価値向上を目指したＳＬＡ」について、下記の点を重視した研究を実施した。 

(1) 情報子会社の役割を認識した上で、ＳＬＡ／ＳＬＭのあり方とそのポイントを明確にする。 

(2) 「親会社と情報子会社間でのＳＬＡ／ＳＬＭ」の導入・推進方法について、「一般的外部ベンダ

ーとのＳＬＡ／ＳＬＭ」とは異なる視点をより具体的に盛込む。 

(3) ＳＬＡ締結手順、ＳＬＡ定義書様式、ＳＬＭ実施ポイント等即戦力となる成果物をまとめる。 

 

３．研究内容と成果 

(1) 親会社と情報子会社の位置付け 

情報子会社は親会社との関係だけでなく、兄弟会社も含めたグループ全体の中で、将来的に

グループ内ＩＴサービスの全体最適とグループ内統制管理を担う立場にあると位置付ける。 

(2) ＳＬＡ／ＳＬＭの考え方 

ＳＬＡは情報システムの費用対効果の均衡したところで成立するものである。親会社が負担

するコストに見合う情報処理サービスを情報子会社が維持・保証することによって、そこから

期待できる効果を親会社が獲得・追求していくという構図の中にＳＬＡを位置付ける。 

ＳＬＭはＳＬＡの維持管理行為である。ＳＬＡは静的ではなく動的であることから、ＳＬＭ

はサービスレベルを維持し、期待効果を継続的に実現する手段として捉える必要がある。 

(3) ＳＬＡ／ＳＬＭの導入のポイント 

親／兄弟会社と情報子会社という関係の中でのＳＬＡ／ＳＬＭをより有効に機能させるため

に重要と思われる具体的ポイントをまとめた。 

①ＳＬＡ締結手順とＳＬＡ項目一覧 

ＳＬＡの締結に関しては、システム企画段階⇒設計・開発段階⇒運用・保守段階の３段階

において検討されるべきであるとの観点から「システムのライフサイクルとＳＬＡ」として

締結プロセスを、また合意対象として想定される内容を「ＳＬＡ項目一覧」として様式をま

とめた（表１）。 
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表１ システムのライフサイクルとＳＬＡ（抜粋） 

 

 

②ＳＬＭ実践のポイント 

ＳＬＡ締結後、サービス品質を測定し、報告し、改善するというＰＬＡＮ・ＤＯ・ＳＥＥ

のマネジメントサイクルの中で、測定・報告・改善（ＤＯ・ＳＥＥ）の部分についてＳＬＭ

実施にあたっての具体的なプロセスとポイントを下記の内容でまとめた。 

１）組織体・構成メンバの役割・コミュニケーションルールの決定 

２）会議体の決定と運営 

３）報告、承認事項の決定 

４）サービス内容・サービスレベルの改善、ＳＬＡの改定／解約 

 

４．親／兄弟会社と情報子会社間におけるＳＬＡ／ＳＬＭ導入の効果 

(1)相互アカウンタビリティの向上 

ＩＴサービスの開発費用、運営費用の妥当性を評価する上で、ＳＬＡにより具体的・定量的な

尺度ができ、グループ全体の企業価値向上を目指した客観的な議論ができるようになる。 

(2)情報子会社要員のモラールアップ 

「社内向けサービス」として埋没しがちな情報子会社の業務を体系的に整理し明文化すること

により、情報要員の業務成果が定量化されモラールアップにつながる。 

(3)企業グループのガバナンス 

情報子会社が親／兄弟会社各社とＳＬＡを締結しＳＬＭ運用することにより、グループ企業

間のＩＴ投資規模に関する妥当性の評価を行うことができ、全体最適なＩＴ投資が可能になる。 

 

５. 結論 

親／兄弟会社と情報子会社間でのＳＬＡ／ＳＬＭ導入の本質は、 

・ サービスの内容とコストと効果を可視化する。 

・ サービス内容とコストと効果のバランスが取れているか合意する。 

・ 不要なサービスは廃止し、必要なサービスを重点化することで費用対効果の向上を図る。 

といった過程を経て、利用者視点と相互理解の上で、親子間でＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築し、協力

し合って企業グループの価値を高めていくことにある。 

当初、ＳＬＡはシステム運用におけるコスト削減手段である、という捉え方をしていた参加者が多

かったが、実際には、情報システム費用全体の適正化手段である。企画段階から情報システムのライ

フサイクルを通して、利用部門を交えつつ地道に検討していくことで、より効果的に情報システム費

用を活かすことができる。 

各社の情報システム運営においても、ＳＬＡ／ＳＬＭの考え方を取入れ、親子が連携して経営資源

の有効活用を図り、企業競争力強化を図っていかれることを是非お勧めしたい。 

 

 

合意ポイント ＳＬＡ当事者 ＳＬＡ内容 ＳＬＡに関するドキュメント

システム化計画

1 システム企画（SP） システム化計画 システム企画担当
vs 経営者

・システム概要（利用者側条件と運用側条件を概略レベルで仮定）
・コスト（設備投資、ランニングコスト、運用の概算額） システム化企画書

2 システム分析（SA）

要件定義（RA）
実行計画（PP）
プロジェクトアセスメント
（PA）

プロジェクト計画 システム企画担当
vs システムオーナ
vs 運用担当

・利用者側条件
　（対象者、サービス提供時間、利用量見込（件数、データ量）、
　　レスポンス、処理集中時期 等）
・システム運用条件
　（ハード/ソフト要件、運用時間、障害対策、監視 等）
・BCP（業務継続計画）
・コスト（設備投資、ランニングコスト、運用の概算額）
  につき、方針レベルで合意

システム化計画書
 （運用・障害対策要件を含む）

企
画

計
画

フェーズ
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プロジェクト管理における定量化手法 
 

－「ＥＶＭ」を利用したプロジェクト管理の可視化－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究の背景 

「プロジェクト管理における定量化手法」は古くて新しい研究テーマである。これまでにも、進捗・

品質・コストについて様々なプロジェクト管理の定量化への取り組みが行われてきたが、多くは個々の

プロジェクト・マネージャの属人的な管理が中心であり、十分な成果を上げることはできなかった。 

しかし近年のモダン・プロジェクト・マネジメントの潮流の中で、米国で生まれたＥＶＭ（アーンド・

バリュー・マネジメント）という手法に注目が集まり、我が国においても２００３年４月に経済産業省

から「ＥＶＭ活用型プロジェクト・マネジメント導入ガイドライン」が公表されるに至った。そこで我々

は「プロジェクト管理における定量化手法」としてＥＶＭに着目し、適用に向けた検討を行った。 

 

2.研究の経緯 

まず最初に「ＥＶＭの調査、研究」として関連書籍、ＰＭ学会やセミナーへの参加を通してＥＶＭに

ついての理解を深めた。その結果、ＥＶＭは確かに有効な手法ではあるが、我が国のＩＴプロジェクト

の現場で適用するにはいくつかの課題がある事が分かった。 

そこで我々は、ＥＶＭを適用するためにいくつかの独自の工夫を加えた上で「ＥＶＭ適用ガイドライ

ン」を作成し、実際のプロジェクトで試行を行った。そして、ＥＶＭはＩＴプロジェクトの現場におけ

るプロジェクト管理の定量化手法として十分有効であることを見出すことができた。 

 

3. 研究成果 

 3.1 ＥＶＭのメリットと課題 

 ＥＶＭとは、プロジェクトの進捗状況を定量的に管理できる手法である。ＥＶＭのメリットとして、

①プロジェクトのパフォーマンスをコストとスケジュールを合わせて定量的に計測できること、②プ

ロジェクトを理解容易な尺度（金額表現）で管理することによって、ステークホルダー間でプロジェ

クトの状況を共通認識できること、③プロジェクト途中までの実績に基づいて、今後のパフォーマン

ス、完了予定日や完了時のコストを予測し、リスクマネジメントができること、が挙げられる。 

 しかし、ＥＶＭ適用の課題として、①コストとスケジュールだけでなく品質状況も反映させる必要

があること、②プロジェクト開始時点ですべてのＷＢＳを洗い出し、詳細な予算割り当てが困難であ

ること、③顧客向けの契約金額には受注者側の利益やリスクがプラスされているため、別途顧客用の

管理が必要となること、などが分かった。 

 そこで当分科会では、これらの疑問や問題点を解消し、ＥＶＭをシステム開発におけるプロジェク

トで効果的に活用するためには、実務において参照できる具体的なガイドラインが必要であると考え、

「ＥＶＭ適用ガイドライン」を作成することにした。 

 

 3.2 ＥＶＭ適用ガイドラインの作成 

プロジェクト現場におけるＥＶＭを使ったプロジェクト管理の実施手順を作成した。実施手順は、

計画・実行・評価・とるべきアクションの４つプロセスすべてを網羅している。評価ととるべきアク

ションまで記載されているため、プロジェクト・マネージャはＥＶＭの結果を見て何をすべきかが分

かるようにした。これら一連の実施手順と評価手順に用語集、ＦＡＱを加えたものをガイドラインと

してまとめた。（図１） 
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図１．ガイドラインの構成 

 

 3.3 ガイドラインの特長 

 ①品質については、「成果物の品質確保

が確認された時点で、初めて１００％の

価値が生まれる」という考え方を基本と

する実績計上法を適用することで、「品質

確保の状況を反映する」ことを実現した。 

 ②初期段階で予算を割り当てた「初期

ＰＶ（計画値）」とは別に、ＷＢＳの詳細

化・変更を反映した「管理ＰＶ」を新た

に設定することで、より現実的な管理を

可能とした。（図２） 

 ③顧客向けの報告は、内部管理用の値

に一定の効率指数を掛けることで、容易

に算出できることを可能とした。             図２．ＥＶＭ分析グラフ 

 

 3.4 ガイドラインの試行と評価 

 分科会メンバーのＡ社が受注した実行中のプロジェクトでＥＶＭを適用し、ガイドラインが開発現

場で有効に機能するかを検証した。 

その結果、適用ガイドラインの実施手順通りにＥＶＭを適用できることを確認し、さらに当ガイド

ラインの特長についても評価することができた。具体的には、管理ＰＶの設定は、計画値の精度を高

く保ちながら予備費の消化状況を管理する上で有効であるとの評価が得られた。また、品質確保の状

況を反映する点については、品質を満足して完了したかどうかを問うシンプルな実績計上法のため、

実績データを収集する運用においての混乱が少なく有効であった。顧客向け報告資料の作成において

は、値を容易に算出できるという評価がある半面、コスト効率をそのまま使用すると原価の超過もし

くは原価未満であることを顧客に見せてしまうことになる。そのため、この変換方法が利用可能か否

かは顧客との関係によるものであり、請負契約下での実績コストの共有はプロジェクトの判断とした。 

これらのことから、当分科会ではＥＶＭを適用するにあたっては「当ガイドラインは有効である」

と判断した。 

 

4.残された課題 

プロジェクトの一部を協力会社へ請負契約で発注した場合には、発注者側からは、一般的には発注額

しか見えない。現状のソフトウェア開発において多く適用される請負契約の下では、発注者受注者間の

実績コストの共有は依然として課題と言える。 

また、今回のモデルプロジェクトでは、実績収集に MS-Project を使用したが、操作は非常に難しかっ

た。MS-Project はＥＶＭを適用する上で最も身近なツールであるので、有効活用するためにはトレーニ

ングするか、ＥＶＭに対応した新たなツールが要求される。 

 

5.提言 

 プロジェクト管理における定量化手法としてのＥＶＭは、現状抱えるいくつかの課題に対して改善す

ることで有効に活用できることが確認できた。今後は、ＩＴプロジェクト現場においてＥＶＭの適用を

推進すべきであると考える。その際に当ガイドラインを活用していただければ幸いである。 
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課題の洗い出し
(メンバ各社の失敗事例から)

アンケート調査・センタ見学
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Web システムの運用管理 
 

－備えあれば憂いなし！迅速復旧こそ我らの使命－ 
 

アブストラクト 
 

1. 研究の背景 

近年、Web システムは、企業活動を支えるインフラというだけではなく、社会システムとしてより重

要性を増している。一方で、技術・環境の進歩で複雑化し、1 つのサービスが、複数システムやアプリ

ケーションの連携によって実現されているため、障害の切り分けに時間がかかったり、また、システム

や機能の拡張が頻繁に行なわれる一方で、24時間ノンストップ稼働が要求されるなど、システムの運用

管理が非常に難しくなってきている。このような状況は、以下のような出来事を振り返ってみることで

も明らかである。 

(1) 航空管制システムの障害(2003 年 3月発生) 

被害：欠航 215 便、大幅な遅れ 1500 便以上、足止めされた客 30 万人以上 

(2) 大手都市銀行のシステム障害(2003 年 4月発生) 

被害：ATM などで取引不能、口座振替処理での二重引落しと遅延、預金残高を誤って引落し 

最近の技術動向を見ると、グリッド・コンピューティングや自律型システムなどのキーワードを良く

目にする。これらの新技術が熟成していけば、システムそのものが大きく変わり、それに合わせて運用

管理の方法も変わってくるだろう。しかし、今、我々運用管理者が求めるのは、将来的な話や高価なシ

ステムなどではなく、今すぐに現場で使える現実的なノウハウや情報である。コストをかけて最新技術

を取り入れなくとも、運用管理の現場で培った我々の知恵とノウハウで、止まらないシステムとはいか

ないまでも、問題が起きてもすぐに復旧させるための万全の準備はできるのではないだろうか。 

 

2. 研究の目的と進め方 

本研究は、Web システムの運用課題と対策を整理した STEP1、および運用モデルを設計し、実機検証を

行った STEP2 の二つのステップで進めた。これらの結果を「迅速復旧システム運用ガイド」としてまと

め、運用管理の現場ですぐ役立つ実践的なノウハウを成果として残すことを目的とした。以下に、研究

の進め方と研究の目的を図示する。 
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3. 迅速復旧システム運用ガイド 

(1)運用ガイドライン 

運用管理要件を「性能」、「障害」、「バックアップ」、「セキュリティ」、「コンテンツ」の 5項目に

分類し、それぞれ運用管理者のとるべき対策を立てた。自分たちの経験から抽出した仮説と、自他

システムで実際に発生した失敗事例から「なぜそうなったのか」、「どうすれば対処できるのか」の

ポイントを簡単に説明しており、運用管理者が認識しておくべき心得になっている。 

(2)準備万全テンプレート 

システムを構築する際に、運用管理の要件が

確実に満たされているかを確認できるツールを

作成した。運用管理モデル、評価項目一覧、切

り分け情報一覧の三つのドキュメントをテンプ

レートとしてまとめたものになっている。 

このテンプレートでは、運用管理要件が定義

されており、要件を満たすための考慮がなされ

ているか、そのポイントを簡単に確認できるチ

ェックシート(評価項目一覧)が提供されている。

また、迅速にトラブルを切り分けるために常時

収集が必要な情報一覧も添付している。

Systemwalker を用いた実機検証の結果を反映

しているため、実践的運用ノウハウとして実用

性の高いものとなっているのが特徴である。 

例えば、チェックシート(評価項目一覧)は、

以下のように利用すれば、機器の追加やシステ

ム変更があった際も汎用的に利用できる。 

(a)『システムの設計から構築がこれから実施される場合』 

優先度が 1～2 を中心に全体の項目を自システムの環境に合わせてチェック項目を選択して適

用する。 

(b)『既にシステムが運行している場合』 

優先度が 3～5 を中心に上記同様自システムの環境に合わせてチェック項目を選択して適用す

る。→全ての項目を実施する必要はなく、必要に合わせて確実に実施できるものを選択する。 

 

4. 研究の成果 

(1) 運用管理者の悩みは多種多様だが、ガイドラインにより作業ポイントを明確にすることができた。 

(2) 運用モデルにより管理要件が整理できた。これは、ツールの選定基準としても利用できる。 

(3) 不測の事態への備え方を整理する事ができた。メンバ各社固有のシステムにも適用できるし、機

器の追加やシステム変更があった際も柔軟に活用できる。 

(4) 運用管理ツールである Systemwalker に改善点などをフィードバックできた。 

 

5. まとめ 

当分科会では、Web システムの運用管理ノウハウを「迅速復旧システム運用ガイド」として集大成し

た。このガイドでは、運用管理要件に対する要点が、以下のようにまとめられている。 

 

• 障害管理 : 障害検知方法を確立し、24時間の障害監視体制の強化を行う。 

• 性能管理 : 監視対象を明確にし、効率よく継続的に運用して障害の兆候を見究めて迅速に対処する。 

• バックアップ管理 : 予期せぬ障害に備えたバックアップの運用方法を準備しておく。 

• セキュリティ管理 : Web システムのアクセス経路のログを取得し分析・対処できる体制を整備する。 

• コンテンツ管理 : 情報の改竄や書き換え等によるアプリケーションの不具合への対応を整備する。 

 

我々が導いたこのアウトプットこそが、本当に役立つノウハウであると確信する。各社固有のシステ

ムにも適用できるよう工夫したので、広く活用いただければ幸いである。

チェック内容

の詳細 

実施する作

業の分類 

該当する運用

管理要件 

C/S と比較した時の

作業の特徴 
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ネットワーク構成管理 
 

－ネットワーク管理はサービス業－ 
 

アブストラクト 
 

１．『ネットワーク構成管理とは何か』への問い 

開始当初の活動方針は、①一般的なネットワークモデルの定義、②構成機器や物理／論理構成図の効

率的な管理方法の提示、③ネットワーク管理ツールの評価によって、「理想のネットワーク構成管理モデ

ル」を確立すること、であった。その活動方針に沿って議論を重ねる中で、「ネットワーク構成管理とは

何か？」「何のために構成管理を行うのか？」ということが分科会のたびに問題となり、繰り返し問い直

した。 

その中で我々は、研究会の意義から活動方針を見直し、「理想のネットワーク構成管理モデルの確立」

ではなく、「各管理項目の目的とは何か」を明確にすること、「管理者からの視点だけでなく、利用者の

視点から構成管理を考える」ことが重要と判断し、新たに議論を進めていくことにした。（図１） 

図１ 研究プロセス 

２．新たな目的に向かって 

「管理項目の目的」と「利用者の視点から見た構成管理」を分析する手段として、構成管理状況チェ

ックシートおよび分析ツールを作成した。また、分析した結果に基づき、考察を行った。 

2.1 構成管理状況チェックシートと分析ツールの作成 

(1) 管理項目と管理目的（「未然防止」「早期復旧」「影響範囲局所化」）が関連付けられた、チェック

シートを作成した。（表１） 

 

表１ 構成管理状況チェックシート（抜粋） 

 

•　『各管理項目の目的とは何か』を明確にする
•　『管理者からの視点』だけではなく、
　『利用者の視点』から構成管理を考える

•　『各管理項目の目的とは何か』を明確にする
•　『管理者からの視点』だけではなく、
　『利用者の視点』から構成管理を考える

・障害が起きない
・すぐ復旧する
・被害を小さく

・障害が起きない
・すぐ復旧する
・被害を小さく

利用者の要望

•管理項目の分類分け
•障害の分類分け
•目的別管理項目分類

•管理項目の分類分け
•障害の分類分け
•目的別管理項目分類

管理項目の整理

自社管理レベルの評価・分析
　⇒提言へ

自社管理レベルの評価・分析
　⇒提言へ

最終結論へ

• 『ネットワーク構成管理』の目的は何？
• 手段にばかり捕らわれていないか？
• 理想のネットワークモデルは確立できる？

• 『ネットワーク構成管理』の目的は何？
• 手段にばかり捕らわれていないか？
• 理想のネットワークモデルは確立できる？

分析・考察

管理項目
障害対応事例
管理ツール

管理項目
障害対応事例
管理ツール

ネットワーク構成管理の効率化
・管理者の負荷を軽減するには？
・構成管理に必要な項目は何？

ネットワーク構成管理の効率化
・管理者の負荷を軽減するには？
・構成管理に必要な項目は何？

理想のネットワーク
構成管理モデルの確立
・効率的な管理手法
・最適な管理ツール

理想のネットワーク
構成管理モデルの確立
・効率的な管理手法
・最適な管理ツール

現状把握

××××研究の意義
が薄い！

研究の意義
が薄い！

当初の目的

新たな
議論へ
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(2) 構成管理状況チェックシートに各社の管理状況を入力し、

その結果を視覚的に表示するための分析ツールを作成した。

（分析ツール出力結果：図２） 

2.2 分析結果に対する各社の管理レベルの評価 

複数の企業に対し、構成管理状況チェックシートへの記入を依

頼し、分析ツールによって結果を出力した。その結果を評価した

ところ、各社に共通してある傾向が判明した。 

 

３．ネットワーク管理者を陥れる障害発生時の業務停止の危機感 

各社とも設計／構築などの技術的な管理項目は比較的ポイントが高いが、手順書作成／管理ポリシー

作成／連絡網作成などの非技術的な管理項目は軽視されているという傾向である。 

この原因は、ネットワーク管理者は技術的な管理項目から業務を行う機会が多く、無意識のうちに職

人的／専門的な視点でネットワークを捉えてしまうためと考えられる。例えば、障害が発生した場合に

障害状況と復旧時間などの情報を流せば、利用者側で代替策をとることが可能であるが、ネットワーク

管理者は復旧させるまでは業務が停止しているという危機感にかられて、状況連絡を怠るという傾向が

ある。この意識が、非技術的な管理項目の優先度が向上しない一因とも考えられる。 

また、企業としてのネットワークサービスポリシーが策定されていないと、ネットワーク管理者はユ

ーザの満足度向上に寄与しない作業に工数を割いてしまう可能性もあるのではないだろうか。注意を喚

起したい。なぜならば、目指すサービスレベルが明確でなければ、当分科会の分析ツールなどの結果を

もとに管理レベルを上げようとしても、その優先順位や必要性を判断できないと考えられるからである。 

 

４．ネットワーク管理はサービス業だ！  

「ネットワーク構成管理」とは、ユーザに満足してもらうサービスを提供することに主眼を置いて、

管理ポリシーを明確化し、管理を行っていく事が重要であると結論付け、以下の２点を提案する。 

 

 

 

図２ 分析ツール出力結果 

【ネットワーク管理者への提言】 

「ネットワーク管理はサービス業だと認識せよ」 

常にユーザの視点を意識し、何が求められているかを把握し、求められるサ

ービスをいかに提供し・管理していけばよいかという事に、考えを改めよ。 

【会社・企業への提言】 

「会社としての、ネットワークサービスポリシーを明確にし、全社に徹底せよ」 

自社のネットワークに対し、どのようなサービスレベルにするか、会社とし

てのネットワークサービスポリシーを定めよ。そしてネットワーク管理者は

そのサービスレベルを意識して、ネットワークサービスを提供できるように

努めよ。利用者を意識して以下の項目を定め、全社に徹底せよ。 
・ 年間計画停止時間、回数 

・ 障害復旧目標時間 

・ 障害発生回数／年（稼働率） 

・ 障害連絡ルール 

・ 役割分担（業務部門／ネットワーク管理部門） 
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